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平 成3年3月

財団法人 日本情報処理開発協会

産業情報 化推進センター



本資料 は、 日本 自転 車振興会か ら競輪収益 の一部であ る機械工

業振興資金 の補助 を受 けて、平成2年 度 に実施 した 「産業界 にお

ける情報 ・通信 システム高度化 に係 わるユーザー問題調査」 の一

環 として とりま とめた ものであ ります。







は じ め に

ISDNサ ー ビスは昭 和63年4月 にNTTに よ り基本 イ ンタフ ェー ス(2B+D)がINSネ ッ ト64と し

て提供 され 、そ の後 、 平 成 元年 に は 一 次 群 速 度 イ ンタ フ ェー ス(23B+D、24B)のINSネ ッ ト

1500が 開始 され 、更 に平成2年 にはパ ケ ッ ト通信 モ ー ドのINS-Pが サ ー ビス開始 され ま した 。

またINSネ ッ トサ ー ビス の提供 地域 も平 成2年 度末 に は、全 国約1,200地 域 に 拡 大 され 、 通 信 回

線 も約3万 回線 とな り、ISDN国 内に おい て よ うや く本格 的な普 及期 を迎 え よ う と して い ます 。 一

方 、海 外に対 して も約10カ 国 に対 して接 続 が可能 とな り、国際ISDNも グ ローバ ル ネ ッ トワー ク と

して の利 用 が可能 とな って来 て い ます。

各 ユ ーザ ー企業 に おい て もISDNの 利 用 ・活 用 に つ い て本 格 的 に 取 り組 む 姿 勢 を 見 せ て お り、

ISDNの 利 点 を活 か した ネ ッ トワー クの構 築 とアプ リケー シ ョンの実 現が 期待 され て お ります。

当協会 産業 情報 化推 進 セ ン ターに設置 のOSIユ ーザ ー懇談会 「ISDN利 用研 究会」で は、この様 な

ユ ーザ ー ニーズ を踏 まえ、 メー カー側 のサ ポ ー トを受け なが ら、本年 度 はテ ー マ別 に3ワ ー キ ング

グル ープ(WG)を 設 置 し、 それ ぞれ モデ ル事例 を作成 しそれ を 中心 に調査 ・分析 を行 い ま した。

本資料 はそ の事例 研 究 の成 果 につ い て取 りまとめた もので、第1章 「導 入利 用編 」 では ユ ーザ ー

企業 が直 面す る代表 的 な導 入形 態別 の モデル事 例(9例)に 対す る問題 点 の抽 出 とそ の解 決 策 を、

第2章 「活 用編 」 で は一 歩進 めてISDNの 利点 を活 か した企業 内ネ ッ トワー クの構 築 方 法 に つ い て

活用 の方 向付 け モデル 事例(4例)の 作成 、 さらに第3章 「アプ リケ ーシ ョン編 」 で はユ ーザ ーが

共通 的 に利 用 出来 るシス テ ム(6例)に つ いてそ の実 現 のため の技術 的諸条 件 を調 査 ・分析 して取

りま とめた ものです 。

最 後 に第4章 「総 括編 」 で は、ISDN利 用研 究会 ・WGメ ン・ミー企 業 か らISDNを 利 用推 進 す るに

あた っての、"通 信 事業 者 ・メ ーカ ー ・行 政"に 対す る 「意見 ・要 望」 を取 りまとめ てあ ります。

・従 って本 資料 が、"ISDN利 用"に 対す るユーザ ーの理解 の促進 と今 後 の製 品化 へ 役 立 つ こ とを

期待 す る と共 に、調査 に協力 いただ いた関 係各位 に深 く謝意 を表 します。

平 成3年3月
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第1章 導 入 利 用 編

1.11SDN導 入利用WGの 設置 と検討経緯

(1)WGの 設置 目的

ユーザ ー企業が新たにISDNを 導入す る場合、現状では本格的利用がまだ始 まった ばか り

であ り、導入方法等について十分 もなノウハ ウが蓄積 されておらず、それが円滑な導入を阻

害 している要因 ともな っている。

昨年のWGで は、ISDNを 導入する場合の疑問点 ・問題点等についてrQ」 をユーザ ー側か

ら提出 し、それに対す るrA」 をメーカー側で答えるとい う形をとって"ISDN導 入利用 ガイ

ドQ&A"を 作成 した。

本年度は、ユーザー企業が直面 している各導入事例について、モデル事例を作成 し、基本

条件を整理 し問題点を抽出するため、新 メンバーによるWGを 設置 した。

〔WGメ ンバ ー:16名(ユ ーザ ー側12名 、 メーカー側4名 〕

(2)検 討経緯

① ユーザー側委員 より、ISDNを 導入する場合のモデル的"導 入事例"に つ いて提案 して

もらい、代表的なパ ターン別の導入事例(9例)に 整理 した。

② ユーザーが具体的に導入にあたって検討すべき、基本的時効 ・注意時効を前項の具体的

事例を基 に、抽 出し整理 した。

③ 前項における導入時の基本的時効の整理の中で発生 した問題点について、具体的解決策

を探 るとともに、 メーカー側等 よりテ クニカルサポー トとして技術面でのア ドバイスを受

けた。

(3)事 例研究のテーマ

①G4フ ァクシ ミリへの適用

② テ レビ会議 システムへの適用

③ データ通信への適用(回 線交換)

④ データ通信へ の適用(パ ケッ ト交換)

⑤ 高速ディジタル回線のバ ックアップ

⑥LANとISDNの 接続

⑦VANとISDNの 接続

⑧ プライベー トISDNの 構築

⑨ 国際ISDNの 利用

一1一



1.2導 入形態別のモデル事例研究

導入形態別に整理 したモデル事例9例 について

① ユーザ ー側でその基本条件を整理 した。

●

●

■

●

●

ISDNの 導入、移 行計 画 の概 要

仕様 と条 件

ネ ッ トワー クシステ ム図

ISDN利 用 の メ リ ッ ト

移行 に あた って の検討 事 項

② モデル事例の実現にあた っての問題点、検討事項を抽出した。

(技術 的条件等についてはメーカー側で整理)

・ 導入時に留意すべき技術的要件

・ 必要な製品、サービス等

・ システムにおける問題点の抽 出

システム実現にあたって未解決な技術的問題点等

以上 の各項 目について事例 ごとに以下の とお り分析 ・整理を行 った。

一2一



1.2.1導 入事 例1〔G4フ ァクシ ミリへの適 用事例 〕

ISDN導 入 ・移行計 画の概 要

東京 ・大阪両本社の技術部門で、技術仕様書 (A4・ 百数十枚)を 送受す るため、昭和63

年 に高速 デ ィジタル回線(64Kbps)を 利用 したG4フ ァクシ ミリを導入 した。

その後、各製造所 の技術部 門か らもG4フ ァクシ ミリを導入 したい との要望が 出たが、企

業網での対応 が困難 であ ったため、既設 のG4フ ァクシ ミリも含めISDNを 利用す るこ ととし

た 。

"

仕様と条件(実現にあたっての基本的事項)

1.G4モ ー ドはISDNを 利 用 。 この た め本 社 (東京 ・大阪)、 製造所(3ヵ 所)にINSネ ッ

ト64を各1回 線導入 す る。

2.G3モ ー ドは既存 の企業網 を利用。

ISDN利 用 の メ リ ッ ト

1.高 速 性 ・公衆性

G4フ ァ ク シ ミリに は 、64Kbpsの 高 速 デ ィ ジタル 回線 が 必 要 だ が 、ISDNで は デ ィ ジ タル

回線を回線交換することで、複数の相手と自由に通信できる。

(ただ し、公衆性 が逆 にセキ ュ リテ ィ面でデ メ リッ トとな る。)

2.経 済 性

東京 ・大阪の本社 間 に較べ 、本社 と関西の各製造所 との トラ ヒヅク量は少な く、距離 も

短 いため、高速デ ィジタル回線 よ りもISDNの 方 が経済的 である。
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ネ ッ トワー ク ・シ ス テ ム図(従 来)
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ISDN(INSネ ッ ト64・ 回 線 交 換)

G4 G4 G4 G4G4

〔G・FAX 〔G・FA・ rG4・FAX 〔・・FAX rG4・F朕

G3 G3 G3 G3 G3

＼/

タ 阪く 〉/
＼/

ヌペ
＼ 造〆
/＼

迦 造〆
/＼

高速ディジタル専用線

企業網(T ⊃Mは 省略)

G3.FAX rG…AX・rG3FAX rG・ ・FAX r斑AX

一4一



移行にあたっての検討事項

1.通 信網 の選択

既設 のG4フ ァクシ ミリ(東 京 ・大阪両本社 間)は 、64kbps高 速 ディジタル回線 を利用

してお り、当初 は同様 の方 式を検討 したが、

・ 大 阪本社 から各製 造所 ヘス タ一型 で配信す るため回線 の切 り替 えが必要な こと。

・ そ のためにはPBXに64kbpsの デ ィジタル回線交換機能 を付加 しなければな らないが

PBXの 処理能 力が限界で、上位機種に リプ レースす る必要が あること。

とい う問題 があ り、ISDNを 採用 した。

2.通 信 イ ンタ フ ェー ス

既 設 のG4フ ァ ク シ ミリの通 信 イ ン タ フ ェー スを 、Yイ ン タ フ ェ ース か ら1イ ンタ フ ェ

一スに変更す る必要が あるが、通信イ ンタフェースカー ドの交換で対応 で きた。

3.2次 中継機能の利用可否

従来は東京本社から関西の各製造所へ技術仕様書を送 る場合、大阪本社のG4フ ァクシ

ミリで中継 しG4/G3変 換 して、各製造所 のG3フ ァクシ ミリへ送信 していた が、今回各

製造所 へG4フ ァクシ ミリを設 置 し、ISDN経 由で直接送信可能 とな ったため、2次 中継機

能は利 用 しない ことと した。

4.G4・G3自 動 判 別

G4フ ァクシ ミリではG4/G3両 モー ドで通信を行 うた め、新設す るG4フ ァクシ ミリ

については、 相手機種がG4機 かG3機 かを自動的に判別する機能を備えたものを採用 し

た。一方既設 のG4フ ァクシ ミリには この機 能がないが、当面は送信先が少ないため運用

上問題はないと判断 した。

5.セ キ ュ リ テ ィ

G4フ ァクシミリで送信する技術仕様書は機密文書である。従来は企業網を利用 してい

たため、誤 って社外に送信す る心配はなか ったが、公衆網へ の移行に伴い、セキ ュリテ ィ

対策が必要 にな る。 これ はDDX-CやINS-P(バ ケッ ト通信)で サ ービス されている 「閉

域接続(CCU)」 を利用す れば解決可能だが、INS-C(回 線交換)で は平成3年 以降サ ー

ビスを予定 してい る状況 である。今回は送信先 が少ないため、当面は ワンタッチダイヤル

に登録す ることで対応 し、CUCサ ー ビス開始後 は これ を利用す るこ とと した。
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導入時に留意すべき技術的要件

1.公 衆網利用に あた ってのネ ッ トワークセ キ ュリテa

① ネ ットワークに よる方 法

INSネ ッ トワー クサ ー ビスの付加機能 である閉域接続(CCU)サ ービスが開始 され た

時、可能 となる。

②G4フ ァクシ ミリ相互間 に よる方法

G4フ ァクシ ミリの持つパ ス ワー ド送信機能又は、パス ワー ド・ポ ー リング受信機能

に より、閉域 サー ビス化す る ことが出来 る。

※ 但 し、いず れ も標準化 されていないため、 自社 モー ドとな ってお り異 メーカーのフ

ァクシ ミリ間では実現 出来 ない。

2.二 次中継機能(G3/G4変 換機能)

① 中継機能付 きG4フ ァクシ ミリに よる方 法

発側G3FAX→G4FAX→G4FAX→ 着側G3FAX

－次中継 二次中継

一 ≡一'一'一 一一'一]

(・1) 一 次 中 継

ノ

國 一区]
(G4→G3)＼ 、

/{竺 ヨ

L__一_.__一_一_竺 題 号_

G3

'∠
G・C1渓:㌫,次 ア,。ス)

この場合、G4フ ァクシ ミリは ア ドレス変換(1次 、2次 、3次 ア ドレス)と 、G4

/G3変 換を行 う。

但 し、中継機能 の標準化が進 んでいない ため、 自社 モ ー ドではあるが次 の ような方法

によ り実現で きる。

1.発 側G3FAXか らのOCRシ ー ト入力に より中継 ア ドレス等 を入力す る方法

ll.発 側G3FAXか らの トー ン入力 に よる方法

3.ペ ーパ ーサイズの整 合

海外(特 に米国)を 含 む、 フ ァクシ ミリネ ッ トワー クを組む場合 は、A系 列(日 本、欧

州)、L系 列(米 国)、B系 列(日 本)の サイサズ整合に注意。
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既設G4フ ァクシ ミリに1イ ンタフェース用通信 インタ フェースカー ド。

新設G4フ ァクシ ミリ(G3モ ー ド送信機能 及び相手機能 自動判別送 信機能付)。

INSネ ッ ト64の 回線交換 サー ビス

トラピ ック量の増加に よっては、INSネ ッ ト64よ り高速デ ィジタル回線を利 用 した方が

通信費 が安 くな るケースが想定 され、今後 プ ライベー トISDNへ の発展 も考慮 したPBXの リ

プ レースを検 討す る必要 がある。

未解決の技術的問題点

システ ム実 現にあた り、重大な障害 となる問題点 は個別には見あた らないが、

①G4フ ァクシ ミリの早期実現を図 るために各 メ ーカー とも、次の とお り分極化 が進 ん

でい る。

普及 モデル(シ ングルポー ト、 スタ ン ドア ロンモデル)

多機 能モデル(デ ュアルポー ト、セ ンターマシン)

②G4フ ァクシ ミリの中継機 能は、セキ ュ リテ ィ機能については残念 なが ら標 準化が進

んでいない。

そのため前述 の多機能は 自社 モー ドで機能 をはたす ものが多いので、 メー カー と機種

の選択 に注意が必要で ある。

③ 海外(特 に米国)を 含む ファクシ ミリネ ッ トワー クを組む場合はペ ーパーサイズの整

合 が必要 であ る。
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1.2.2導 入 事例2〔 テ レビ会議 シ ステ ムへ の適 用事 例〕

ISDN導 入 ・移行計画の概要

東京研 修所(A)を 新設す るのに伴 い、従来か らあ る神戸研修所(B)とISDNで 結び 、テ レビ

研修 を行 う遠 隔教育 システムを構築す る こととした。(更 に会議に も使用。)又 、製 造所(C)

にあ る研 修施設に も遠隔教育 システムを展 開 してい くことに してい る。

仕様と条件(実現にあたっての基本的事項)

1.通 信形態

講師 がい る方 の研修所をキ ー局、他方をサ テライ ト局 とす るが、いずれの研修所 もキー

局 となれ る様 に、双方 向で同等の通信を行 う。

2.通 信 回線 容量

ビデオ2回 線 と音声1回 線を多重化 し1.5Mpbs必 要。

3.将 来 形態

3地 点間を双方 向/同 報 で行 う。

(多地点 テ レビ会議 システム も必要 となる。)

(1)通 信形態;2地 点間双方 向

3〃"

3〃 同報

(2)通 信回線;音 声1+映 像12B;音 声1B+映 像1B

HO;〃1B十"5B

ISDN利 用 の メ リ ッ ト

東京 ・神戸 の両研 修所 を結んだ研修 は、そ う頻繁 に開催 され る訳 ではないため、高速 デ ィ

ジタル回線(軍 用線)よ りもISDNの 方 が経済的で ある。

又、定例会議は出張に よ り行 うこととし、緊 急会議 のみを対象にす るため頻 度はそ う多 く

はない と予想 され るため、ISDNの 方 が よい と思われ る。
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ネ ッ トワー ク ・シ ステ ム図(ISDN利 用 後)
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定量 的な メ リッ トは(出 張旅費 の削減以外)

(1)移 動経 費(出 張旅 費)の 節約

(2)移 動時間の節約

出向 くに必要な時間を他の 目的に使 う

(3)タ イム リーな会議開催

(4)キ ーマ ン参加率 の向上

(5)会 議運営 の効率化

利 用時間に対応 して課金 され るため、参加者に コス ト意識 が高 ま り、会議時 間の短縮 、

討議内容の充実 が図 られ る。

導入時に留意すべき技術的要件

テ レビ会議 システムの標準課動 向

CCITT(国 際電信電話試問委員会)のSG(StudyGroup)XVで は、画像符号化 を含 む

一連の符 号化方式 につ いて、1992年 度 の標準方式勧告化 を 目標 に現在検討 を重ね てい る。

1990年12月 には、画像符号 化方 式(コ ーデ ィ ック)を 勧告H.261と して発表 され、これが

今後のテ レビ会議 ・電話 システ ムの標準化方式 とな ってい る。これ は、64Kbpsを 単位 とし

た64Kbps(P=1～3)の 符号化に対応 した もので ある。

さ らに同時に通信手順な どに関す る5つ の勧告 が出 され、国 内的に もTTC(電 信電話技

術委員会)でTTC標 準 として勧告 された。

これ に よ り動画像 に関 して は相互接続が可能 とな るものと思われ る。(既に、この勧告 に

基づ くテ レビ会議 システ ムの新製 品が発表 されて いる。)

しか しなが ら、今後CCITTで は、音声符号 化(16Kbps)、 多地点接続、静止画伝送等 の

勧告については1992年 に勧 告を行 う予定 であ り、それ 以降完全 な相互接続が可能 とな るも

の と思われ る。
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必要 な製 品、サー ビス等

テ レビ会議 システ ムの構成については基本 的には従来の もの と同 じで あるが、以下 の よ う

な点につ いて注意が必要。

(1)画 像 信号の符 号化(複 合化)及 びその送受信についての標 準化(CODEC部 分)の 変 更

であ り、テ レビ会議 の構成その ものについては、変わ るところはない。

(2)CODEC部 、制御 部、映像糸入 出力系、音声糸入 出力系、テ レマ テ ィーク系 を入出力系

(グ ラフィ ック系)及 び コーデ ック部 に網イ ンタフェース機能 がない場合 はTAが 必要 と

な ります。

(3)各 部、糸間イ ンタフェースの取 り方 はメーカーに よ り異 な りますので、接続選定 の前

に メー カーに確認 を行 う必要があ ります。

システムにおける問題点の抽出

将来的には、各製造所にある研修施設にも遠隔教育システムを展開していきたいが、

CCITTの テ レビ会議 ・テ レビ電話方式の標準化が未了のため、今回導入予定の製品は標準

準拠 とはならず、将来導入する機器 との相互接続性に不安が残 る。

未解決の技術的問題点

今後 の技術 的課題 としては以下 の ものがある。

(1)静 止 画、描画 の相互通 信がで きるようにす るための標準 化(1992年 予定)

(2)多 地点 間通信 を行 うための標 準化(1992年 予定)

(3)会 議 内容 が他 に漏れない ようにするための セキ ュリテ ィ対策

(4)1Bで も会議 が行 え るようにす るための音声16Kbps符 号化方式の標準化(1992年 予 定)

(5)B-ISDN利 用 のテ レビ会議 システムが出て きた ときの これ との相互接続 につ いての

検討
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1.2.3導 入事 例3〔 デ ー タ通 信 への 適用 事例 回線交 換〕

自動車 会社 では、部品 メーカー各社 とCADデ ー タをオ ンライ ン(伝 送)方 式で授受す る コ

ンピュー タネ ッ トワークの構築を進 めて いる。

現在約10社 と接続済み。(9.6Kbps)今 後1～2年 内に10～15社 の新 規接続 を 目指す。

この コンピュータネ ッ トワークのISDN適 用 の可能性 を探 る。

(1)専 用回線 ・公衆電話網 と比較 し、採算面、 サー ビス性 、操作性 の各点 で支障 のない も

のをISDN化 す る。

(2)さ らに伝送 ピー ク時 の伝送時 間短縮 のため、ISDNの 並 列接続 形態 を可能 とす る。

仕様 と条件(実現にあたっての基本的事項)

専用 回線か らISDNへ の切 り替え

モデム とTA、 端 末、通信制御 装置(CCU)、 ホス ト ・コンピュータ

電話 回線 と専用回線 とDDX-C(回 線交換)か らISDNへ の移行

モデ ムとTAとDSU、 端末、通信制御装置(CCU)、 ホス ト・コンピュー タ

専用 回線 の過負荷 をISDNで 補 う方法

端末、通信制御装置(CCU)、 ホス ト・コンピュー タ

伝送時間の短縮(9.6Kbps→64KbpsM/T→64Kbps)

通信費用 の削減(9.6Kbps専 用線 →ISDN)

ホス ト側CCUポ ー ト使用 の集約(ポ ー トの共用)

着信時 のみ、 ポー ト共用可
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想 定 され るネ ッ トワー ク ・シ ス テ ム図

1.専 用 回線か らISDNへ の 切 り替え
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移行にあたっての検討事項

1.ISDNに 直接対応可能な端末は あるか。

・ 既 に製品 として発表 されてい る。

2.相 手端末に合わせて通信速度を変 えられ るTA、 または、DTEは 、 あるのか。

・ 基本的にはで きません。 しか し、 同一 メー カーで対応す る工夫を していて、サ ブ ・ア

ドレスで識別す る方法 を とって いる場合 があ る。 一

3.ISDN付 加サ ー ビスはTAが 行 うのか、DTEが 行 うのか。

・TAで 終端 されて、通常 の電話回線 と同様 に、みなせ る環境 をTAで 作 ってい るので、

TAで は、付加サ ニビスは、行 えない。

したが って、ISDNに 直 接で きるDTEで 対応す ることになる。

4.自 動発信 できるTA、'DTEは あるか。 また、 自動切 断については ど うか。

・ イ ンタフ ェースに より異な りますが、可能な場合が ある。

①V.35の 場合;基 本的にで きません。 しか し特殊 な方法で実 現 している例 がある。

(ホ ス トの起動 で発呼す る方 法ですが、 この場合、 ホス トが停 止 しない と切 断で きな

い とい う欠点 がある。)

②X.21の 場合;基 本的に可能 です。但 し、同期手順 の制限があ るので、使用 す る機器

の手順 を確認 す る必要が ある。

③V.24の 場合;基 本 的に可能 です。但 し、V.24の200シ リーズでは、困難であ る。

④x.25bis;ATコ マ ン ドでは可能 です。但 し、ホス トに依存す るので、使用 す る機 器

の手順を確認す る必要 がある。

5.CCUポ ー トを共用す るのは下 図の ような場合可能か。

・TAで 共有可能で ある。専用線

ライ ンセ ッ トをV.24対 応か らX.21

に変更 して、NCPの 定義 を専用

線か ら公衆回線 に変更す ることに

よ り、可能 となる。但 し、 この変

更 は、セ ンター と相手 とな る端末'

との両方 に行 う必要 がある。

ISDN網

6.ISDN発 呼か らセ ッシ ョン確立 まで の時間 は どの くらいか。

・ISDNで の接続 時間は、極 めて短 く、平均 的には、1,6秒 とい う値 が示 されてい る。

一方
、セ ッシ ョン確立 の コン ピュータ関係 の処 理時間(CCUを 含む)は 、 ソフ トも関係

してお り、各 メーカーの個別対応 となる。

一14一



7.ISDN料 金 の受益者へ の振 り分け は可能か。

① 方法1:通 常、発信側の課金 となるので、振替時に取 り分に応 じた費 用処理 を行 う方

法が必要 である。そ の場合、接続時間か ら料金計算を行 うことにな る。

方法2:着 信課金 とす る方法 がある。但 し、ISDN番 号 を場合 に応 じて使い分け る必要

がある。(0120番 の活用)

料金情報 の コン ピュータ処理は で きるか。

料金情報 まで もらえない ので、 ログを取 っておいて、距離 と接続時 間に よ り、

ユータ側 で計算す る必要が ある。特に着信側 ではわか らない。

ホス トコンピ ュータはバー ジ ョンア ップで1イ ンタフェース と直接す ることはで きるか。

通常は、装置 、 ソフ トウ ェアの追加で対応で きるようで ある。 しか し、使用 してい る

機器 とメーカに よ り、状況が各 々異な りますので、個別に検討が必要に なる。

もち ろん、ISDNイ ンタフェースを持 っていれば、その まま接続可能で ある。

10.過 負荷の吸収をISDNで で きるか。

一 般には、専用回線 とISDNの 併用つ ま りマルチ ・リンクの形 となる。ファイル転送 の

複数 のプ ログラムを起動 して大 きなフ ァイルであれば、分割 して転送 す る方法 を とる必

要があ る。

そ して、 オーバ ・フロー した トラヒヅクやISDNに 迂 回させ るための発呼処理や、 接

続制御 の機能が必要 とな る。
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導入時に留意すべき技術的要件

技 術 的 要 件

1.ISDNへ の 移行 の考 え方

2.セ キ ュ リテ ィ の 対 策

3.装 置の処理速度と回線の

伝送速度

4.他 社製品との接続

検 討 結 果

部分的な導入から始めて、徐 々に移行する場合と、予め準備を行 っ

ておいて、一度に全部移行 して しまう方法がある。そのためには、次

のような項 目について検討する必要がある。

① システム構成(ネ ットワーク)

電話回線からISDN(公 衆)へ の移行

専用回線からISDN(公 衆)へ の移行

DDX-Cか らISDN(公 衆)へ の移行

複数のネットワークを利用(予 備)

② システムの稼働時間の分布

停止時間 ⊆期間)の 有無、顧客対応

専用 回線 か ら公衆回線(ISDN)に 移 行す る場合 、 セキュ リテ ィの問

題 が生 じます ので、そのための一つ と して、ISDNで は、番号通知の機

能 を利 用 した り、ユーザ ・ユ ーザ情報 を利 用す ることが考え られ る。

従来の装置(端 末、通信制御装置、ホスDは 、 最大9.6kbpsの 伝 送

速度を前提 と してい る場合が多 く(速 くて も、19.2kbps)、 伝 送系だけ

速度を あげ ても、 これ らの装 置が追いつか ない場合があ る。 したが っ

て、速度 をあげ る効果は、ネ ッ トワークとデータ処理装置を含む シス

テム全体か ら検討す る必要が ある。

HATS推 進会議(高 度通信 システム相互接続推進会議)で の認定基

準や結果を参考にすることができる。

必要な製品、サービス等

1.イ ン タ フ ェー ス(V.24、V.35、X.21等)の 確 認 が 必 要 。

2.ISDNイ ンタフ ェースを備 えた コンピュー タ機器

・ 通信制御装置でのイ ンタフ ェースの確認が必要。

3.ISDN対 応 のデ ータ通信用 ソフ トウ ェア

・ 自動発着信、 ナーバ トラ ヒックの迂 回機能な ど、必要 としてい る機能 と、従来の シス

テムとの互換性 な どの確認 が必要 。
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システムにおけ る問題 点の抽出

1.TA:相 手端末の ス ピー ドにあわせて 自動 的に速度変更で きるものが望 ましい
。

2.ISDNの 種 々の付加 サー ビス(機 能)の 処理がTAで はで きない。

3.ISDN関 連機 器についての情報が地方では少 ない。

システム実現にあたって未解決の技術的問題点

1.異 機種 接続

ISDNで は、いろいろな付加サ ービスが準備 され、その効果 が期待 され ています が、 ユー

ザ ・ユーザ情報 の よ うにユーザに開放 され る とかえ って相互接続 が しに くい場合が あ りま

す。 また、TAで は、付加 サー ビスの対応が困難 とい う状況 もあ ります。

2.処 理速 度の整合性

デー タ処 理装置 と伝 送路速 度のち ぐは ぐな点がでて きて、 その状 況は しば らく続 くと思'

われます。
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1.2.4導 入事 例4〔 デ ー タ通信 へ の適 用事 例 パ ケ ッ ト交 換 〕

検討の前提となるシステムの仕様条件

1,専 用直線のバ ヅクア ップをDDX-Pか らINS-P(パ ケ ッ ト通信)に 変更

2,通 信量 の少ない専用回線をINS-Pへ 移行

3.電 話網 とDDX-Pの 併用か ら、INS-P(Bチ ャネル ・ロングバ ケ ッ ト)に 移行

(FILE伝 送 と照会 オ ンライ ン)

想 定 され る ネ ッ トワー ク ・シ ステ ム図

専用 回線

ターミナル

ADDX
-P

(バ ヅ ップ)

専 用回線

ターミナル

B

ター ミナル

C

専用回線

ターミナル

A
INS-P

(バ ックア ヅプ)

ター ミナル

B

ター ミナル

C
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ISDN利 用 の メ リッ ト

ISN-P(パ ケ ッ ト通信)が 専用線、DDX-Pよ りコス ト的 に有利な領域が あ り。

(基本料 が低廉 、通信料 はDDX-Pと 同額)

移行にあたっての検討事項

1.ロ ングパケ ッをサポー トす るTAは(タ ー ミナル アダプタ)

・ ロングパケ ヅ トはBチ ャネルパ ケ ッ ト交換サー ビスだけで利用で きる。従 って、ISDN

対応機器 に示すTAの 内、Bチ ャネルサポ ー トを してい る機 器につ いて、メーカーに問

い合わせ る必要 あ り。

2.DDX-Pか らINS-Pへ の移行 の必然性は。

・ 端末側 につい て言 えば、月額基本料金が安 く、回線 交換 と回線共用で きる点が魅力で

あ る。1ヵ 月で2万 円以上 の差が あるか ら、100台 収容すれ ば200万 円/月 の差 とな り無視

は出来な い。

一方 、 センター側について言 えば、せいぜい数回線 ですか ら月額 基本料の差は大 きな

魅 力 とは言えない。む しろ、セ ンター回線 の二重化や 、マル チ リンクと言 った高信頼化

対策 の取 れ るDDX-Pの 方が適切 とも言 え る。

3.76年 版X.25端 末 の収容 は可能か。

;INS-P自 身は80年 版か ら84年 版 しかサ ポー トしていないので、76年 版 か らの変 換を

行 うTA利 用 す る必要 がある。 この条件に合 うTAで も原理的に100%の 変 換は出来ず、

若干 の制 約があ るので実際 の適用に当た っては、端末 メーカ等に確認 が必要 であ る。

4.INS-Pの 発 呼桁数15桁 のサポー ト方法は。

・DDX-Pの7桁 のア ドレス体系にな っているのでINS-Pに 移行す る場合 はア ドレス

を振 り直す必要 がある。なお、端 末に よっては15桁 の ア ドレスに無変更 で対応 で きる も

の、 ソフ トウェアの変更を必要 とするもの、対応 できない ものが あるので、 メー カに確
4

認す る必要が ある。

5.ホ ス トコンピュータのINS-P収 容方法 は。

・INS-Pを 直接接続 で きる機種 は現在 あま り多 くない。 また直接収容の効果 も少な く、

む しろ現状機 器の変 更 も少な くて済むTAで の接続が勧 め られ る。

なお、 トラピ ックに もよるが2項 で説 明 した よ うに、ホス トコンピュータでのINS-P

利用 の メ リッ トはあ ま りないので、DDX-PやVAN経 由での利用 がベターである。

6.DDX-Pか らINS-Pへ の移行方法 は。

・DDXか ら移行す る場合、幾 つか の注意が必要で ある。
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①76年 版か らの移 行は、端 末を変更す るか、3項 で説明 したTAを 利用す ることが必要

で ある。

② ロングパ ケ ッ トについてはBチ ャネルの利 用にな るが、TAに よ り長 さ制限 があ る。

従 って 、 この制限を越 えた場 合は端末 をINS-P直 接接続に変 更す る必要 があ る。

③ セ ンタはDDX-Pを 継続利用す るとして、 端末をINS-Pに 移行する場合、 ア ドレ

スの変 更を行 う必要が ある。端末の移行の度に変更す ると大変 なので、論理 チ ャネル

をを増 や し端末 を新 ア ドレス と旧ア ドレスで二重定義 してお くのが便利 だ といえ る。

7.ホ ス トコン ピュータはバージ ョンア ップで直接ISDNに 接続可能 か。

・ メーカに より異な る。A社 の例 では通信 アダプ タの入れ替 え と、通信制御 ソフ トの入

れ替 えでISDNを 直接収容で きる。

導入時に留意すべき技術的要件

技 術 的 要 件 検 討 結 果

1.VANの ア クセス回線 を

公衆電話網からINSP-P

に変更する時の注意事項

① 発呼方式の違い 公衆電話網用 のモ デムでは、V.24200、V.25bis、ATコ マ ン ドに よ

る発呼が行われ、パケヅト交換網 と接続が終わってからパケット交換

の発呼が行われる。 しかし、TAで は公衆電話網を経由しないので、

基 本的にはパケ ッ ト交換 の発 呼だけ になる。 このため、端末 の ソフ ト

や設定内容の変更が必要になるが、TAに よっては疑似的に公衆電話

網に見せ掛けて、端末の変更無しで通信可能としている機種がある。

しか し、現在市販 されてい るTAにV.24200を サ ポー トしてい る機種

は な く、V.25bis、ATコ マ ン ドの サ ポ ー ト範 囲 も メ ー カ ー に よ り違 う

ので、機種選定の前にメーカーに確認を行 う必要がある。

②PAD規 約の違い PADの 国際標準規約 は無手順(TTY)の 端 末側のX.28と セ ンター

側 のX.29だ け であ る。この他の手順についてはTAや ホ ス トのメーカ

が独 自に規約を設けているので、両者の規約の整合性に充分注意する

必要がある。

2.INS-Pに よ る フ ァ イ ル 伝 ロングバ ケ ットを使 って も、かな り高い通信 料金 にな る。 解決策は

送時の コス ト 回線交換とパケット交換を集配信業務と照会業務等の複数業務で使い

わけ ることで ある。

・
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1.ISDNに 直接接続 で き、且つパ ケ ッ ト対応 してい るホス トや端末、若 し くはDDX-P相

当のイ ンタフェースを持つTA。(但 し、ア ドレス長15桁 については端末お よびホス トでの

サ ポー トが必要)

専用 回線や電話 回線 、DDX-Pな ど移行前に利用 していた通信 プ ロ トコルに対応 した

PAD機 能を持つTA。

システム実現にあたって未解決の技術的問題点

前述の様 に、PADの 国際標準規約は無手順(TYY)の 端末側 のX.28と センタ

ー側のX .29だ け である。

この他 の手順 につ いてはTAや ホス トのメーカーが独 自に規約を殺げてい るの

が現状で あ り、 この問題は通常 のパ ケ ッ ト交換機 のPADに おいて も同様 で あ

るが、メー カーだけでは解決 できず、公 的機関等に よる検討が必要 とな ってい

る。
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1.2.5導 入 事例5〔 高 速デ ィジ タル 回線(専 用 線)の バ ックア ップ事例 〕

ISDN導 入 ・移行計画の概要

現在、当社 では企業 内通信網 と して高速 デ ィジタル 回線 を利用 した通信網 を構築 してお り、

デ ータ系ネ ッ トワー クにおいても、 これをベ ースに コンピュータ間幹線 ネ ットワー クを構築

している。

この コンピュータ間幹線 ネ ッ ト.ワークは、企業のデー タ処理 の重要 なイ ンフラとな ってい

ることか ら、高速 デ ィジタル回線障害 時におけ るバ ックア ヅプ通信網 と して、現在DDX回 線

交 換(4.8Kbps)を 利用 している。

今回、ISDNの サー ビスが全国 で開始 された ことに ともない、コンピ ュータ間幹線ネ ッ トワ

ークのバ ックア ップ通信網をDDX回 線 交換か らINSネ ッ ト64へ 移行 し、通信 コス トの削減

をはか る。

仕様 と条件(実現にあたっての基本的事項)

J.現 状 のDDX回 線交換で のバ ヅクア ップと同等の機能 が保証 され る こと。

一 切 り替 え ・切 り戻 しに要す る時 間。

一 バ ックア ップの運用操作性。

一デ ータ回線48Kbpsの 速 度設定 が可能な こと。

一接続時間は 回線接続要求か ら10秒 以内で接続

一呼損率

2.幹 線のバ ックア ップ

ー 自営パ ケ ッ ト交換網:INSネ ッ ト64で ・ミヅクア ップ。

一 トール ダイ ヤル網:バ ックア ップ しない。

ISDN利 用 の メ リ ッ ト

1.通 信 コス トの 削 減

麺
コ ン ピ ュー タ

東 京
高速 デ ィジタル回線(384kbps)1イ ンタフェース:約1,228千 円/月(約2時 間/日)

鋼
コン ピ ュー タ

大 阪

(東京～大阪間データ伝送料金比較)
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移行にあたっての検討事項

1.INSネ ット加入 申込か ら接続 までの納期

2.必 要機器 の選定

3.信 号線工事範 囲の明確化(キ ャリアとユーザ の分担)

4.INSネ ッ ト64に よるバ ックア ップ ・テス ト方法

5.INSネ ッ ト64の 空 きチ ャネルの有効活用

又、以下 の ようなDDX-CとINSネ ッ ト64の比較 を十分行 う必 要があ る。

(1)各 種品質

接続品質

伝送品質

項 目 INSネ ッ ト64利 用 DDX-C

接続損失率 ISDN-ISDN端 末 間8%以 下

自動接続遅延時間 平均的にはL6秒 程度

場合によっては、3.5秒 程度

衛星系設備を経由する場合は4秒 程度

(イ ン タフェース条件)

復旧遅延時間 平 均的 には0.1秒 程 度

場 合に よっては0.2秒 程 度

(イ ンタフ ェース条件)

平均誤り特性 %ESは 平 均的 には0.002%程 度

場合に よっては0.2秒 程 度

ビ ッ ト誤 り率

1×10-6以 下

バ ース ト誤 り特性 1msを 越えるバース ト誤 りは、

1日 に数回程度発生する場合があり

その継続時間は概ね100ms以 下

伝搬遅延時間 平均的には16ms程 度

場合によっては45ms程 度

衛星系設備を経由する場合325ms程 度

(2)ト ラ ピ ック輻綾対応

項 目 INSネ ッ ト64利 用 DDX-C利 用

対応策 発信規制がある 発信規制がある

(3)接 続 の確認 性

項 目 INSネ ッ ト64利 用 DDX-C利 用

セ キ ュ リ テ ィ 閉域接続がない

・発信番号通知サービスを利用

・ユーザ間情報通知サービスの利用に

よる着信者の確認

閉域接続サービスを利用
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(4)ユ ーザ側か ら事前 に正常性を確認 してお きたい こと

項 目 INSネ ッ ト64利 用 DDX-C利 用

事前確認 定期的利用

(あふれ呼を扱えるようにするなど)

定期的利用

(端末からDSU折 り返 し

試験が可能)

導入時に留意すべ き技術的要件

.

技 術 的 要 件 検 討 結 果

1.回 線 のバ ックア ップに対

す る考 え方

2.回 線 のバ ックア ップの と

り方

3.専 用 線 か公衆網かの選択

システムの信号性の向上策

・システムが障害を起こし、影響の出ることを未然に防ぐ

・中継回線のバ ックアップはoneofthemで あります。

常用回線の離れた(物 理的、運用的)所 にある回線を選択するのが

better。

ただ し常にコス トとの兼ね合いでどれを選択するのかが決められてい

く。

〔物理的 ・運用的に離れている例〕

地上と衛星、異なる通信事業者、同一事業者でも異なる局から回線

を引 く。

比 較 項 目 公 衆 網 専 用 回線

コ ス ト 小 大

正常性の確認 費用とのからみで制限がつ く いつでもできる

回線設定 回線設定が必要

・呼損がある(リ トライ)

・トラヒック輻綾時に影響を受ける

必要なし

他回線か らのアクセス あ りうる

・相手確認が必要(発 着側とも)

なし

・どうすべ きかの判断は企業姿勢に よる。

・システ ムが障害を起 こした とき、excuseで き るがか ど うか によ

ると考 える。
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必要な製品、サ ービス等

Lタ ー ミナル ア ダ プ タ

DDX-Cイ ン タ フ ェ ー ス一 1イ ン タ フ ェ ー ス

64Kbps

DDX-Cイ ン タ フ ェー ス

区 分

新

規

端

末

既

存

端

末

調
歩
式

同
期
式

調
歩
式

同

期

式

勧告名

X.20

X.21

X.20bis

X.21bls

電気的物理的条件

・15ピ ン コ ネ ク タ

・X .26(V.10と 同 じ)

・15ピ ン コ ネ ク タ

・X .27(V.11と 同 じ)

・25ピ ン コ ネ ク タ

.V.24、V.28

48kb/s以 外 の 場 合

・25ピ ン コ ネ ク タ

・V .24、V.28

48kb/sの 場 合

・34ピ ン コ ネ ク タ

・V .35

論理的条件

X.20

X.21

X.20bis

X.21bis

接 続 型 式

X.20

DTEま た は一
網制御卓齢 内蔵

DTE 1蚤 謬s
X21bis

DTEとNCU間 は 自動発信
の場合V.24、200シ リーズ
・インタフェースが必要

・INSネ ッ ト64の 回線を設定す るたあの相手番号 の送 出は、PBXか らあるい はTAか ら送

出す るいずれの方法 も考え られ る。

・ 既存のPBXの 持…ってい るDDXイ ンタフ ェー スに合わせたTAの 選択 を行 う必要 があ る。

・ 発信者番号確認 お よびユーザ ・ユーザ情報 に よ り発着 を双方で確認 す る必要が ある。

㍍ ・

◇
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システムにおけ る問題点 の抽出

1.設 計 時

・ 提供 サー ビスの信 頼性

・ 間違 い電話

・ 呼損

・ 伝送遅延

・ 接続 時間

・TAお よび端末 の動作

2.移 行 時

・ 開通 時期

・NTTで のISDNに 対す る作業 レベル

・ メー カ ーで のTA設 定 作 業 レベ ル

3.運 用 時

・ 回線障害時の対応

・ 回線状態時の監視

システム実現にあた って未解決の技術的問題点

よ りよ く利用 で きる よ うにす るための課題

1.バ ックア ップ回線 の正常性 の確認(コ ス トがかか らない方法
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1.2.6導 入事 例6〔LANと1SDNの 接 続事 例〕

ISDN導 入 ・移行計画の概要

新 聞の編集製作 はすでに コンピュータ化 されてお り、 さらに近年、新聞記者 の原稿、校閲

部内か ら原稿用紙等 をな くす ペーパ ー レス ・システ ムの開発 を進 めている。すなわ ち、全新

聞記者 が所有す るパ ソコンと新 聞制作 システムをオ ンライ ンで結ぶ システ ムである。

記者用端末は、東 京本社 ビル内に1,200台 都区 内記者 クラブ等 に300台 、全 国本支社局 に300

台 と想定す る。

本 支社 内は、FDDIバ ックボ ーンLANと 各階 イーサ ネ ッ ト支線LANで 構成す る統合

LANを 作 った。

全国拠点の端末は、①2～3台 、②10～13台 、③50～200台 といろいろであ るが、基本 的には

イ ーサネ ッ トLAN構 成 とな る。

各地のLANと 本社LANと の接続 は、①高速 デジタル回線 、②ISDN、 ③電話 回線 を選択 し

て利用す る。

仕様と条件(実現にあたっての基本的事項)

① 高速デジタル回線

②ISDNの 選択及び回線数の決定が重要課題 となる。

③ 公衆電話網

(1)端 末数100台 以上 の拠点 は、高速 デ ジタル 回線。

(2)端 末数20～100台 の拠点 は、高速 デ ジタル回線 とISDNの 併用。

(3)端 末数10～20台 の拠点 はISDN

(4)端 末数10台 以下 の拠点 は公 衆電話網。

※ 通信の特徴 は、時 間帯集 中形態であ る。
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ネ ッ トワー ク ・シス テ ム 図(ISDN利 用 後)

LAN

イ ー サネ ッ ト

LANLAN

トー ク ン リン グ トー ク ン リン グ

LAN

イ ー サネ ット

各種LAN

FDDI
イーサネヅト
トークンリング

各社独自の高速
LAN

全 国 各地の拠点

図ISDN/LAN間 接続装 置

ゲー トウェイ
ル一夕

ブリヅジ
リピータ

圏

全 国各地 の拠点

各種LAN

FDDI

イ ーサネ ット
トークンリング

各社独自の高速
LAN

ISDN利 用 の メ リ ッ ト

1.通 信 トラピ ックが ピー ク時 間に集 中す る形 態 とな るため、高速従量制 課金 のISDNの 利

用 にメ リッ トがある。

2.専 用回線利用 を原則 として、

の併用 も検討す る。

トラ ピックのオーバー対応 お よびバ ヅクア ップ用にISDN
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移行にあたっての検討事項

1.フ ァイル 転送 の方法について

ISDNを 経 由 して、LAN間 接 続を行 う場合 には、 通信 プ ロ トコル(通 信規約)が 異 なる

ため、 プロ トコル変換を行 うISDN/LAN間 接続装置(ゲ ー トウェイ等)を 使用す る必要 が

ある。この場合、利 用者か らみ ると相互接続 され た複 数のLANは 、一つ のネ ッ トワー クと

みなせ るので フ ァイル転送 も可能 となる。

但 し、接続形態 に よ りサー ビスの内容 が限定 され る場 合がある。また、LAN間 接続 では

異機種接続 とな りがちで、個別対応 とな る場合 が多 い と思 う。

典型的な例 として1'調 べ た範 囲 内での、接続形態 を示 す。

① ケース1:TAに よる端末 としての接続(仮 想端末)

② ケース2:イ ーサネ ッ ト間をISDNに よ り接続す る場合

ア:米 国R社 製

形態:TAとLAN間 接続装置(ブ リッジ)を 利用

1/F=X.21、V.35、RS499(TA利 用)

イ.国 内T社 製

形態:LAN間 接続装置(ブ リッジ)を 利用

1/F:INS64

③ ケース3:'ト ークル リング間を接続す る場 合

ア.米 国C社 製

形態:接 続 装置を利 用

1/F:ISDN-1.5Mbps(一 次群)

④ ケース4:FDDI間 をISDNに よ り接続す る場合 → 開発中

また、異機種間接続 を避け るために、一拠 点に フ ァイルサ ーバを設定す ることも考 えら

れ る。

2.通 信 トラ ヒックが ピー ク時 間に集 中す るが 、そ の点 で従量制課金のISDNに メ リヅ トは

あるか。

・ 通信 トラピックが、定常 的ではな く、 あ る時間帯 に集中す る場合は、従量課 金制 の

ISDNに よるメ リッ トがあ ると考 え られ る。

実際 的には、集中 した時の通信負荷 に よ り、 さらに具体的な検討を行 う必要が あると

考 え る。特にイ ーサ ネ ッ トな どで使われ るTCP/IP(プ ロ トコル)で は、周期的に 同報通

信を行 って装置 間の接続確認を行 ってい るので、 この同報通信に回線接続 を行 うと有効

な通信 以外に も課金 され検討す る必要が ある。(技 術課題)

また、 回線接続時 に、呼損 の可能性 があ る。

3.専 用 回線利 を原則 として通 信 トラヒ ックのオ ーバ ー対応 とバ ックア ヅプ用にISDNを 利

用す る方 法は。

・ISDNは 、1回 線最大1 .5Mの 高速 デジタル回線 の機能 を有 してい るので、 オーバー対
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応 とバ ックア ップが可能 である。具体的には、TDM、PBXあ るいは通信制御装置(CCP)

がISDN回 線の イ ンタフェース と呼設定を行 う機 器を有す る ことに よ り可能 であ る。

4.メ ール交換を行 いた いが どうすれば よいか。また メール発生時に 自動発信 して地方 の

UNIX端 末に転送す る方法 は。

・ 複数のLAN間 をISDN等 で、接続 した場合は全 体の一つ のネ ッ トワークとみなせ るの

で、技術的に メール転送 は可能 である。但 し、前述 した よ うに、LAN間 接続 した状態 で

利用可能 なサ ー ビスが限定 され る場合 があるので、それ ぞれの システ ムに対応 した検討

が必要 になる。

5.ネ ッ トワーク監視 ・管 理 システ ムは。

・ 各 ユーザ に よってネ ットワー ク構成 がい ろいろ あるので、一般的 な回答 になるが、回

線側障害(ISDN)の 状態監視 とLAN側 の障害 の状態監視が必要にな る。

この場合、 コンピュー タ、端末、LAN、 ネ ッ トワー クと複数 のシステムに よ り構成 さ

れ るた め、障害 の切 り分けが、重要 となる。

ネ ッ トワー ク管理 、監 視に対す る関心 がユーザの間で高 ま って お り、 ネ ットワー ク監視

システ ムの製品 も準備 され るよ うにな って きてい る。

導入時に留意すべ き技術的要件

技 術 的 要 件

1.プ ロ トコルの整合性

2.接 続 レイヤの確認

3.伝 送速度による負荷の見

積

検 討 結 果

・ 通信手順、通信規約 など、充分確認が必要。

・LAN同 士 を接続す るには以下の4つ の装置す るには4つ の装置を

利用で きるがそれぞれサ ポー トす る レイヤ(OSI階 層 モデル)が 異な

る。

① ゲー トウェイ、【レイヤ4(ト ラ ンスポー ト層)以 下 】、 内容情

報

② ル ータ 【レイヤ3(ネ ッ トワーク層)以 下】、デ「タ伝送処理

③ ブ リッジ 【レイヤ2(デ ー タ リンク層)以 下】、信号処理

④'リ ピータ 【レイヤ1(物 理層)】、物理層(媒 体:信 号)

・ 現在、ISDNの 伝 送速度は最大1 .5Mbpsな の で、 現在 よ く使われ

ている1Mbpsか ら16MbpsのLANの 接続 に用 い る場合は、 伝送容

量が小 さいため、アプ リケーシ ョンに よっては、制限を受け ること

にな るので、注 意が必要 である。

例えば、 ファイル転送 に用い る場合、扱 うファイルの大 きさに よ

り、伝送効率の低下 もあ りうるので、それな りの見積 りが必要で あ

る。
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必要 な製 品、サ ービス等

LAN間 接 続 装置(ゲ ー トウ ェイ 、 ル ニ タ、 ブ リ ッジ)

ISDNイ ン タ フ ェー スを備 えたLAN間 接 続 装 置

T
.A(X.21、V.35等 の イ ン タ フ ェー ス と して)

LAN間 接 続 装 置 とISDNと の 接 続

応 用 ソ フ トウ ェア

システムにおける問題点の抽出

1.本 社側は、 ダウン対策及 び 占一 ド■〈7.ンスの点か ら二重化LAN構 築 しているが、ISDN

利用 の二重化(ダ ウン対策)に ついて検討が不充分。

本社 内でネ ッ トワーク監視 ・管理 システムとの整合の検討が不充分。

システム実現にあたって未解決の技術的問題点

1.機 器間の相互接続に おけ る問題点 につ いては、

①LAN間 接続

ISOに よるOSIの 標準化作業 の中で、基本的 なフ●ロ トコルがま とま り、その具体 的な

実現を待 つ ことになる。

ISDNとLANと の接続

鮮 化による相互接続の拡大が必要と考えら品

セキュ リテ ィ

コンピュータ システムが広域 に張 り巡 らされる と、 システム全体 の稼働 を維持す るた

め には、ぐ一 ドウェア的な障 害に対す る対策 とソフ トウェア的 な障害 に対す る対策が必

要 とな る。
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1.2.7導 入事 例7(VANとISDNの 接続 事例)

ISDN導 入 ・移行計 画の概 要

VANパ ケ ッ ト網 とINS-P(パ ケ ッ ト通信)の 相互接続 の認可を機 にVANネ ッ トワー ク

の足 回 りにISDNを 利 用す る。

1.狙 い

・従 来、既設 のアクセスポイン トか ら遠い ユーザ ーで主に電話代等 の コス ト面 で問題 の

あ った ユーザ ーが取 り込 める。

・基 本的に アクセスポイン トが不用にな るため、設備費 の軽減、 ネ ッ トワークのシ ンプ

ル 化が図れ る。

移行方 法

・顧 客先に使用 フ.ロトコルに応 じたPAD付 のTAを 設置す る。

仕様 と条件(実 現にあたっての基本的事項)

サービス利用地域の拡大

通信料金の低価格化

設備費の軽減

信頼性向上
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PS

PAD

POI

fi

X.25イ ン タ

PacketSwitchigSystem

PacketAssemblyDisassembly

PointofInterface

令POI

X.75イ ンタ フ ェ ース

同 一

イ ン タ フ ェ ー ス

移行にあたっての検討事項

ユーザ ー宅設置用PAD付TAの 開発状況 と設置 の可否は。

・各 メー カー よ り価格15～30万 円程度 でサ ポー ト手順 はTTYが ほとん どで あるが、他

の手順(SDLC等)を サポー トす る機種 もある。

・なお、TTY手 順はCCITTX.28の 規約 があ ります ので、相互接続上 は大 きな問題 はな

い。,.しか し、その他 の手順 については一 般的な規約がないので、ホス トのサポー ト規

約 とTAの サ ポー ト規約 の整合性を十分に確認す る必要が ある。

・TAの 機種は何れ も小型 で あ り、VANの 顧客先への設置は可能であ る。

パ ケ ッ ト網 の トラ ピック量 の予測 とそれに応 じた設備計画は。

・一般的 に各VAN会 社はパ ケ ッ ト交換機 か ら課金 に必要 なパ ケ ヅ トの長 さ、通過数を

時系列 に収集 して、パ ケ ッ ト交換機 の負荷や 中継 回線 の負荷 を算 出 し、設備計画立案

に利用 している。

第二種電気通信事業者パ ケ ッ ト網 とINS-Pと の相互接続は。

・全 国7ヵ 所 のPOIで 接続す る ことにな る。接続イ ンタフ ェースはパ ケ ッ ト交換網 間の

接続規 約CCITTX.75に 基 づいてい る。 な お、INS-Pと 接続可能 な通信 事業者 は特

別 第2種 電気 通信事業者 に限定 されてい る。
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導入時に留意すべき技術的要件

技 術 的 要 件 検 討 結 果

1.発 呼方式の違い ・公 衆 電 話 網 用 の モ デ ム で は 、V.24200、V.25bis、ATコ マ ン ドに よ

る発呼が行われ、パ ケッ ト交換網 と接続 が終わ ってか らパ ケ ッ ト交

換の発呼が行われる。 しかし、TAで は公衆電話網を経由しないの

で、基 本的 にはパケ ッ ト交換 の発呼だ けになる。 このため、端末の

ソフトや設定内容の変更が必要になる。TAに よっては疑似的に公

衆電話網に見せ掛けて、端末の変更無 しで通信可能としている機種

がある。 しか し、現在市販 され ているTAにV.24200を サ ポ ー トし

て い る 機 種 は な い し、v.25bis、ATコ マ ン ドの サ ポ ー ¶ト範 囲 も メ ー

カーに より違います ので、機種選定の前に メーカーに確 認を行 う必

要 がある。

2.PAD規 約 の違 い ・PADの 国 際標 準規約は無手順(TTY)の 端末側 のX .28と セ ンター

側 のX.29だ け である。この他 の手順 についてはTAや ホ ス トのメー

カーが独自に規約を設けているので、両者の規約の整合性に十分注

意する必要がある。この問題は通常のパケ ット交換機のPADに お

いて も同様 である。

3.パ ケ ッ トア ド レ ス の 違 い ・パ ケ ット交換網に よってア ドレス長 が違 います が
、INSネ ッ ト経 由

の場合 は15桁 の ア ドレス とな ります ので、端末側 、セ ンター側の ソ

フ トウェアのサポー トにつ いて確認 が必要 となる。
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必要 な製 品、サ ービス等

① ケースA

HOST

② ケ ースB
VAN
パ ケ ッ ト交換網

TA

＼
緒 ※ ㌶"

PS POI INS-P 端末HOST PS
'㎡イ

、'ラ優's
、戸,怒 滞

③ ケ ー スC

X.75

ノ
HOST 一

葦 ・▲ ノ

1. ケースAに ついては手順 対応 のTAの 他 に下記の ソフ トが必要 にな る。
、

HOSTに 手順iご対応 した下 記の規約 を制御す るソフ トが必要 になる。

例:TTY⇒X.29(国 際 標 準)、BSCコ ン テ ン シ ョン ⇒X.29B(NTT規 約)、
'
SDLC⇒QLLC(IBM規 約)

規約の解釈で問題 が発生す る場合 もあ り、TAとHOSTメ ー カーに確認す る必要が ある。

2.ケ ースBに つ いては手順対応 のTAの 他に、各々の手順 に対応 した逆PAD機 能 がパケ ッ

ト交換機に必要で ある。通信規約 について問題が発生す る場合 もあ り、TAと パケ ッ ト交

換機 メーカーに確認をす る必要 があ る。

3.ケ ースCに ついては手順対 応のTAの 他 に、各 々の手順 に対応 した逆PAD装 置が必要で

あ る。

なお、このケースではHOST側 は専用回線に繋が った端末 と見 な して制御す るの で、パ

ケット網を通過するデータ量が多 くなったり、通信制御上の時間監視などで問題が発生す

ることがあ りますので十分確認す る必要 がある。

システム実現にあたっての未解決の技術的問題点

PAD規 約の違い

前述 の様 に、PADの 国際標準規約 は無手順(TTY)の 端末側 のX.28と センター側の

X.29だ け で あ る。

この他の手順について はTAや ホス トの メーカーが独 自に規約を設け ているのが現状で

ある。 この問題は通常 のパケ ッ ト交換機のPADに おいて も同様で あるが メーカーだけで

は解決 できず、公 的機 関等 に よる検討が必要 となって きている。

(当面 はTAと ホス ト、TAと パ ケ ッ ト交換機 メーカーを統一せ ざるをえない状 況である。)
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1.2.8導 入事 例8(プ ライベー ト1SDNの 構築 事例)

ISDN導 入 ・移行計画の概要

現 状、東京 一大阪間に高速 デ ィジ タル回線 、その他の地域 をアナ ログ専用線を利用 して、

音声 とデ ータ伝送 を行 っているが、高速 デ ィジタル 回線の容量 不足 の問題 がでて きた。そ こ

で、単純に回線容量を増やすか、或いは将来の拡張性を考慮 した新 しい社 内通信網の構築を

行 うかの検討を実施 した。

〔検討 ポイ ン ト〕

① デ ータ回線

・高速 デ ィジタル 回線 の有効利用 を 目的 として、現在TDMで 細 切れに分割 して使用

してい るものをデ ィジタルPBX及 びパケ ッ ト交換機を導入 して企業 内ISDN網 とし

て端末回線をまとめる。これにより端末増設も比較的柔軟に対応す る事が可能とな

る 。

・企業 内ISDN網 での 「あふれ 呼」 に公衆ISDN網 を利 用す る。

・取 引先 とのフ ァイル転送に よるデ ータ交換に公衆ISDN網 を利用 す る。

② 音声回線

・現状 の利用形態 を前提 とす る音声 のみの伝送 ではISDNの 利用 メ リッ トは少ないが、

ネ ッ トワークの統合に よるメ リッ トを考慮 して、電話 やFAXも 取 り込む。 ただ し、

端末 の加入イ ンタフェースは従来通 りとし、中継回線 側のみISDN化 を行 う。

仕様 と条件(実現にあたっての基本的事項)

①SD回 線の容量はできるだけ増やさない。

② オンライン端末の構 内接続は、将来的には配置替えが容易な方式 とする。できれぽ、電

話回線の共有を検討す るが、当面構内配線全体の変更はできないので絶対条件とは しない。

また、全ての端末を同時に切 り替えることは出来ないので、現行接続形態との共存を考慮

す る。

③ 交換網 に接続 され たオ ンライン端末機 は 自動発呼を原則 とす る。 また、パ ケ ッ ト交換か

回線交 換かは利用形態 に よ り選択す る。

④ あふれ 呼はPBXの 機能 で公衆ISDN網 へ 自動迂 回とする。

⑤ 電話 につ いて現行の ボタン電話 はその まま利用す る。従 って1イ ンタ フェース電話の導

入は当面検討 しない。

」

(1)企 業統合 デ ィジタル ネ ッ トワークのISDN化

(専用回線 を利用 した企業専用 のISDNの 構築)
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(2)デ ィジタル専用 回線 を採用 す る程 の トラ ヒ ックの無い中小事業所 の企業統 合デ ィジタル

ネ ッ トワー クの取 り込 み とISDN化

(INSネ ッ トな どの公衆ISDNと 専用回線の併用)

従来端 末 ・通 信機 器 の継続利 用

ネ ッ トワー ク ・シス テ ム図(従 来)

末
系
端
信通

末
系
端
信通

系
末
多
端
一デ

系
末
タ
端
一デ

高速ディジタル回線

(専用線)

通信系
端末

通信系
端末

通信系
端末

↓

ネ ヅ トワー ク ・シ ス テ ム 図(ISDN利 用 後)

統合端末

通信系端末

通信系端末

データ系
端末

データ系
端末

高速ディジタル回線

(専用線)

通信系端末

統合端末

未
来
端
信通

末
系
端
信通

系
末
タ
端
一デ

系
末
タ
端
一デ
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ISDN利 用 の メ リ ッ ト

1.フ ァイル転送 に よ り利 用

・JCAや 全銀手順 で行 ってい るファイル転送の伝送速度 をア ップ して、接続 時間短縮 に

よる コス ト削減。

2.あ ふれ呼 に よる利用

・高速 デ ィジタル回線 の容量 を抑 えるこ とに よるコス トメ リ
ッ ドと、 回線 ビジーの低減。

3.フ ●ラ イ ベ ー トISDN

・専 用 回 線 の 効 率 的 利 用

移行にあたっての検討事項

1.高 速 デ ィジタル回線 は下記の種 類で時分割 を再設定す るが、 この場合の速度 割当につ い

ては現 状データ量 の測 定 と、将来予測な ど充分検討す る。

①ISDN網

② 電話 ・FAX網

③ データ専用回線

④PBX共 通信号線(必 要性要検討)

2.高 速 デ ィジタル回線 の輻較や障害時、PBXで 収容 している回線 につ いてはINSネ ッ ト

に 自動迂回 し、障害復 旧時 に 自動 的 も切 り戻 す。(た だ し、迂回はCallbyCallと な る)

3.INS-Pへ の迂 回は コス トや伝 送遅延 の問題 があ り利用 しない。

4.取 引先 とのデ ータ交換に て、電話網を利用 してお り近距離通話でデ ータ量が少ない取引

先は、 コス トメ リッ トが少ないので当面 対象外 とし、機器 の変更時やデ ータ量が増加 した

時点で検 討す る。

5.端 末の構内接続方法は何が最適か。

フロア内は、電話 ・ISDN・LANな どに対応出来 るツイ ス トペ ア線で の配線 を検討 し、

端末 の増設や移設の容 易性 を考慮 して コンセン トの事前設置 を行 う。 なお、 フロア間には

光ケーブルを利用 した マル チ メデaアLANな ども検討す る。

6.ホ ス ト側の通信制御装置 が1イ ンタフ ェースをサポー トしていな い場合、バ ージ ョンア

ップで対応可能か。 また、 ホス トの回線構成 は どうす るか。

・自営網側:一 次群速 度 イ ンタフ ェース

・公衆網 側:ISDN-64、INS-P
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7.現 在 アナ ログ回線で接続 して いる支店 の取扱 い。

・オ ンライ ン端末:デ ータ量 に よ りINS-Pへ 移 行(ホ ス ト側 はDDX-Pと す る)

・電 話:必 要 に よ りINSネ ッ トの利用を検討

8.PBX/パ ケ ッ ト交換機の障害対策。

・障害時の影響範 囲を最 小限 とす る。

9.TDMとPBXの 同 一 メ ー カ ーの 必 要 性 。

・TTq標 準のDNIイ ンタフ ェースを使 う限 りメーカーの違 いは問題ないが、接続実績

や メーカーの独 自機能につ いて調査す る。

10.シ ス テ ム全体 と して の コス トメ リ ッ ト。

・現状の アプ リケー シ ョンのみでは メ リッ トが少 ない。ISDNの 特徴 を活か した ネ ット

ワークの必要性を再検討 す る。

一11.こ れ までのデ ータ量の増加か ら判 断 して、今回のネ ッ トワークは将来的に どこまで耐え

られ るのか。 また オーバ フ ロー した場合 の対応策 と しては どの よ うな ものが あるか。

導入時に留意すべき技術的要件

技 術 的 要 件 検 討 結 果

1.電 話 、FAXはISDNと 独 ・ISDNの 最 大の特長はネ ッ トワー クの統合 に よる通信 コス トの低減

立して考えるべきか に ある。従 って、電話やFAXは 独 立 して考 え るべ きではない。 し

か し、端末 の加入イ ンタフェースをISDN化 す る必 要は無 く、中継

回線側についてだけISDN化 すれば充分である。従来インタフェー

スの端末はTAま たは交換機でISDNイ ンタフェースに変換すれぽ

充分である。

2.従 来 端末をISDNイ ンタ ・ISDNイ ンタフ ェーろの特長(高 速性 、回線交換 とパケ ヅ ト交換の切

フ ェースに変え るべ きか 替、Dチ ャネル信号の利用、多重通信など)が 活かせる場面では端

末の変更が必要だが、そうでない場合(電 話やG3フ ァクシミリ)

は敢えて変更する必要はないと思われる。

3.PBX共 通信号線は必要 ・ISDNの 特長を活かすにはDチ ャネルやBチ ャネルの信号線が必要

か であ り、 これを中継するために64Kbpsの 共通信号線が必要である。

4.他 事 業所 のPBXと の 共 ・隣接す るPBXと の 間に専用 チ ャネル として64Kbpsの 共 通信号線 が

通信号線の持ち方 必 要 とな る。

なお、共通信号線について現在TTCで 標準化作業が行われている

が、物理的な信号伝送方式が定まった レベルで、サービス機能の標

準化 はこれか らで あ り、異 なる メー カーのPBX間 で のISDN利 用 は

難 しい。

5.専 用回線障害時にISDN .INSネ ッ トへの迂 回はCallbyCallで 判 断 してお りCal1の 発生時点

に自動迂回し、回復時の切 で専用回線 に障害 があった り、 ビジーで あるとINSネ ッ トに迂 回す

り戻しは可能か る方式を取っている。従って、新たなCal1の 発生時点で専用回線が

一40一



6.INS-Pへ の 自動迂回は

パケ ッ ト単位で可能か

7.デ ー タ量の少ない事業 所

の取扱い

・公衆ISDNと の接続

・公衆ISDNを 介 したプ ラ

イベー トISDNの 実 現

8.ア ナ ログ接続 の事業所 の

扱い

9.TDMとPBXは 同一 メー

カーの必要 があるか

10.端 末 の構 内接続方法

(対 ホス トコンピュータ)

11.PBX、 パ ケ ッ ト交換機

の障害対策

12.コ ス トメ リッ トは あるか

復 旧 した り、 ビジーが解除 され ていれば専用 回線 を使 うよ うにな

なお、一旦INSネ ッ トに迂回 したCallは 、 専用 回線 の復 旧や ビジ

の解除に関係無 く、通信が終わ るまでINSネ ッ トを利用す る。

〔参考〕INSビ ジ ーア ドバ ンス

中継線が話中であった り、または中継線 がない方路 に対 して、

INSネ ッ トを 中継線 の替 りとして利用で きる。 サ ービスはINSネ

ト経由接続 と同等。

A事 業所(711)B事 業所(722)

・,.

一(三 ・ネ・⊃

1☆

儘 一

1000

発 端 末:

め 、パ ケ ッ

きるツイス

不要)。

・PBX 、 パ ケ

二重化 に よ

可能 であ り、

一 重ー 一

(中継線 が話 中、無 し)

ダイヤル722-2000(発 端 末 の内線番号1000)

・パ ケ ッ ト交換機関 は集線効果 に よ り、 トラピックが非常に大 き く

ってい るのが普通 である り、回線障害時 にINS-Pに 迂 回す る と、

通信料金が非常 に高 くつ くことと、伝送遅延 が大 きくなる。 この

ト交換機間の専用 回線 のバ ックア ップはINSネ ッ トの

線交換を利用 している。

・プライベー トISDNとINSネ ッ トの相互 接続 でプ ライベー トISDN

入 っているのと同 じ運用ができる。 しか し、電話 については公 衆

線 と専用 回線 の相互接続 が規制 され ているの で、 目的の事業所 ま

直接INSネ ッ トで接続す ることにな る。 この場合 も、

ノレと同 じ電話番号体系が利用 でき、更 に内線 に直接接続で きる。

また、パケ ッ ト交換については通信料金 の遠近格差が小 さいので

相互接続 の恩恵 は無 く、 目的 のホス トコンピュータまで直接か、

DDX-P経 由で接続す ることにな る。

・前述 の通 り、電話だけではISDN化 の メ リッ トはあま り無 い。デ ィ

タル化を検討 しても、なお コス ト効果が なけれぽ7項 の様なINS

との 並行運用 が適 当と思われ る。

・TTC標 準 のDNIイ ン タフ ェースを使 う限 り、 基本的に メーカ ー

違 っていて も構わない。

・フロア内については従来の電話に も、ISDNに も、LANに も対応

トペア線での配線を利用す るのが適 当であ る。

トの事前 設置 によ り端末の増設 ・移設が容易にな る

なお、 フロア間については光 ケーブルを利用 したマルチ

デ ィアLANの 利 用 が考え られる。

ッ ト交換機 とも24時 間 連続運転を前提 に作 られてお り

り信頼性の向上が図 られて いる。バ ッテ リーでの運用

停電時に も対応で きる。

・ISDNの 特 長 であ る高速性 ・発信者番号通知な どのサ ービスを必

とし、且 つ通信量が大 きい場合には コス トメ リッ トがあ る。

現状のアプ リケーシ ョンのみの利用 では コス トメ リットは少ない
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13自 営パケット網だけでも

充分ではないか

14.音 声 圧縮の利 用の しかた

15従 来PBXは そ の ままで

プライベー トISDNを 実 現

す る方法

16.公 衆網と専用回線の接続

(公一専)、公衆網 ・専用回

線 ・公衆網の接続(公 一専
一公)規 制を避ける様な設

定

・ISDNの 特 長 を活 か したアプ リケーシ ョンが無 く、デー タ通信 のみ

であれば、 自営パ ケ ッ ト網 だけで も充分 であろ う。

・ISDN化 し、データ も音声 も同一 チ ャネル(64Kbps)を 共 用す る と、

デ ィジタル専用 回線 の容量 が2倍(音 声専用 チ ャネルは32Kbpsで

使 用 してい るため)必 要 となる。このため、PBXで 音 声 呼 と分かっ

た時に32Kbpsに 動 的圧縮す る方 法が適当。

・ISDN対 応の交換機を従来の交換機とTDMの 間に入れルー トSWと

して利用し、従来交換機をLSと して利用す る方法がある。この場

合、1イ ンタフェース内線はISDN対 応の交換機に収容し従来端末

は従来交換機に収容することにより、中継交換機の容量は少な くて

済 むので小型機でよい。

既設 新設
PBXPBX

口
ISDN端 末

新設 既設
PBXPBX

口

ISDN端 末

・アナ ログ回線か らの着新 は、 ファクシ ミリ通信 の可能性 もあるが、

電話 の可能性 もあるので公 一専、公 一専 一公を避け る。ISDNビ ジ ー

ア ドバ ンスは中継 回線 からの呼に対 しては適用 しない等注意が いる。

必要 な製品 ・サー ビズ等

1.ISDN、 対応に7イ ール ドア ップグ レニ ドで きるPBX、 または小型 のISDN対 応PBX

(既存の インタフェースか ら徐 々に移行す ることを考 える と、 フィール ド容量 ア ップでき

るものが望 ましい。)

2.音 声呼を判断 し、動 的に32Kbps圧 縮 する機能 を持 ったPBX

3.連 携 でパ ケ ッ ト交換 を実現 で きるPBXお よびパケ ッ ト交換機
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1.現 状 のオ ンライ ン端末 の使用形態が殆 ど トランザ クシ ョン処理であ り、 自営網は 当面パ

ケ ッ ト網だ けでも充分 であるが、将来的に大量デ ータ転送な どISDNの 特徴 を活か したネ

ッ トワークの必要性、基本的方針を明確にす る必要がある。

高速 デ ィジタル回線 の有効活用 としては音声圧縮 は必須。

圧縮 方式 の標 準化動 向

PBX共 通信 号線 の伝送速度最適化(現 在64Kbps)

公 一専 一公接続規制 の緩和。

PBXのISDNサ ー ビスの取 り込み動 向。

システム実現にあたっての未解決の技術的問題点

異 な るメーカー間でのDチ ャネル共通 信号線 の標 準化推進

(伝送 レベル規約 か らサー ビス レベル規約への拡張)

共通信号線 の伝送速度 の最適化(64Kbpsか ら32Kbps以 下へ)

32Kbpsの 音声圧縮方式 の標準化

現状のPBXが 持つ電話サー ビス機能 のISDNサ ービスへ の取 り込 み

公衆 網 と専用回線の接続規制 の緩和
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1.2.9導 入事例9(国 際ISDNの 利 用事 例)

A新 聞社はY米 国(2ヵ 所)及 びオ ランダで新 聞紙面伝 送に よる国際版 の印刷発行 を して

お り、 シンガポールで も開始す る。

国際紙面伝送には、56又 は64Kbpsの デ ジタル専用回線を利 用 しているが、回線障害 は印

刷・配達の遅延さらには溌 行不能・・結びつ く・障害対策として噸 の二重化}工重要嫌

題 であるが、経費増大 の意味か ら一部 しか実施 して いな い。

64Kbpsの 公衆網 であるISDNを 導 入 して、バ ックア・ップ回線を確保 し、同時 に ドラピ ッ

ク集 中(印 刷 開始 直前 の集中)対 応を可能にす る。

仕様と条件(実現にあたっての基本的事項)

1.東 京 一 リバーサ イ ド(ロ サ ンゼルス郊外〉 間56Kbpsの デジ タル回線 のラ㍉ クア ップた

ISDNを 導 入。

東京 一シ ンガポール間64Kbpsの デ ジタル回線 のバ ックア ップたISDNを 導入。

*通 信 量:通 常19:00～02:00(JST)間 は連続伝送。

・ISDNは 原則バ ックア ップのため通信量はない。

・専用回線障害時 には肩代わ りす る。

*回 線品質ARQを 使用 してお り、BER=10-7程 度。

また、必要時に確 実に使え ること(回 線 ビジーのない こと)。

専用回線のバ ックア ップとして利 用す るため、通常は使用 しない。従 って、低伝送経費 の

重量制課金 の回線で あることが必要。
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想 定 され る ネ ッ トワ ー ク、 シス テ ム図

紙面伝送

システム

障害時

迂回路へ

発呼接続

ISDN64kbps

専 用 線56kbps

ISDN64kbps

専 用 線64kbps

TA TDM

ヨ

H

CCU

R

L

E

X

REC.

一 H 一 」1
TDM CCU REC.

ト ヨ1

米国(LA)

TA TDM CCU

R

L

E

X

REC.

- 一 一 一 一

TDM

ヨ

CCU

ヰ

REC.

一 1

導入時に留意すべき技術的要件等

1.接 続対地 に よる機 能 の相違

ISDN用 の網間信号方式は、CCITT勧 告のNα7信 号方式ISDNユ ーザ部(ISUP)で ある

が、CCITTで の標 準に時間がかか り各キ ャ リアの対応 に時 間がか か ってい ることか ら、

諸外 国 との接続は と りあえずNα7信 号方式電話 ユーザ部(TUPjビ ッ ト)を 使用 し、準備

が整 い次第ISUPへ 移行す る、 いわゆ る段階的導入 としてい る。

このため、通信相手国に よ り、網 間の信号方式がTUPとIUSPと が あ り、利用 で きる付

加 サー ビス機能が異な る。

現在接続 してい る8ヵ 国(米 国、英国、 シンガポール、オース トラ リア、 フランス、 イ

タ リア、 ヴァチ カン、サ ンマ リノ)と はいずれ もTUPを 使用 してい るが、米国、英 国 と

は91年 中頃にISUPへ 移行す る予定で ある。また、他の国 とは92年 よ りISUPへ 移行 の予

定 である。

2.外 国内でのISDNサ ー ビス提供地域

接続対地 の国内の どの地域 にてわが国 との国際ISDNが 可能かは、利用に あた って、

KDD等 に問合せる必要 がある。

なお、米国においては所在地 に よ り提供条件(月 額料金、工事費等)が 異なる場合 があ

るため、都市名のみな らず 、で きる限 り詳細 な情報の提示 がいる。
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3.56Kbps/64Kbps混 在 の対処

米国では、56Kpbs系 交換網が以前 よ り存在 しているため、網 のみ な らず、端末そ の もの

が56Kbps対 応 であ る場 合が多 い。米 国の56Kbps端 末 は今後 も数年 以上存在す るもの と考

え られ ることか ら、これ らとの通信 を行 うには、56Kbps/64Kbpsの 速 度整合機能が必要で

あ る。(日 本で も、V.110に 基づ く56Kbps/64Kbpsの 速度整 合機能 を有する端末が でてい

る。)

(1)56Kbps/64Kbpsの 速度整合機能

CCITT勧 告V.110に て56Kbps/64Kbpsの 速度整合 が規 定 されてい る。

国内でもこれに対応す る製品 が出てい る。

(2)56Kbps/64Kbpsの 識別方法

① 発信方 向:米 国側 の着信番号 によ り識別す る。

56Kbps系;+1-700-756-XXXX(ISDNPRI)

十1-700-75X-XXXX(ア ーキ ュネ ッ ト収容)

64Kbps系;+1-700-737二XXXX(ISDN .PRI)

(な お、地方電話会社収容 のISDN端 末 は通常 の番号構成であ るが、

網構成 の制約 か ら現在56Kbpsの みが可能で ある。)

② 着 信方 向:(日 本側)が 、ユーザ網イ ンタフェース上 のBC(ベ ァラケーパ ビ リテ

ィ)に て識別す る。

㈱LLCは 端末 に よって出す/出 さないを指定 で きる。 このため、国際間の接続 が

ISUPと な って(一 部 の国 とは平成3年 中頃)LLCを 転送す ることが網 として可

能 となって も、LLCが 着信端末に到着 しない場合が ある。

よって、速 度の識別 は将来的に もBCに て行 う必要 がある。

SDI

(SwitchedDigital
International)

T1.5

(AT&TのISDN)

AccunetSwitched

56

BOC

(現 在 イ リノ イペ ル,.
パ シフ ィ ック ベ ル)

64k,56k

i織 ‡}:18⑪二獄 螢幾

56ki+1-700-56X.XXXXi

64k,塾

i+1・NPA・NXX・xxxxi

〔米国 におけ る国際ISDNの 構成〕

4.G4FAXプ ロ トコル の相 違

ISDNに お け るG4FAXは 、 本 来 的 にT.90で あ るが 、諸 外 国 で はT.70NLが 多 い。 従 っ

て 、外 国のG4FAXと 通 信 す るに は 、日本側 のG4が 当 面T.90に 加 え 、T.70NLを サ ポ 一
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トす る必要があ る。

5.G4FAXに お け るA4と レ ター サ イ ズ

米国では、A4よ りやや短 い レターサイズが使用 されてい る。 日本 よ り米国にA4資 料

をFAXで 送 ると、上か下が欠け ることが考え られ る。CCITTで は本件 について特に規 定

を していないが、市場 に出回 ってい る製品では、着信(米 国)側 にて、①縮小 で受信す る、

② 欠け る部分を次のペ ージに 出す、 ことをオプシ ョンで選択 で きる よ うにな ってい る。

'日 本:A4
、A3、B4他A、B系 列'

米 国 系:LTR、LGL他L系 列

ヨー ロ ッパ 系:A4、A3他A系 列

*同 一 サイズ紙へ の出力 、A4へ の出力が基本であ り、異な るサイズ紙へ の

、 縮小 出力等 の機能 につ いては、各端末の仕様 の確認が必要で ある。 、

6.国 際間の信号伝搬時間

公衆交換ネ ッ トワー ク内で は、 トラピック量 な どに応 じた接続 ル ー トの選定、第3国 を

経由する接続などがあ り、一概に信号伝搬時間を表すことが困難である。

'参考:国 際専用回線における信号伝搬時間(技 術参考資料 より)'

・通信衛 星(ワ ンホ ップ)約300ms(片 方 向)

・日本～ 米国西海岸(光 海底 ケーブル経 由)約60ms(片 方 向)

・ ・日本～英 国(光 海底 ケーブル経 由)約120ms(片 方 向)'

7.国 際ISDNに おけ る伝送品質について

従来のアナログを主体 とした伝送においては、BERを 伝送品質の測度 として使用 して

きたが 、デ ィジタル網 においては、フ ァクシ ミリ番号、映像信号な どに対す る短時間バ ー

ス ト誤 りな どの影響 を考慮 して、BERと は異な った以下の測度を使 用 してい る。

CCITT勧 告G.821で は、国際ISDNに おけ る各測度を、 以下の とお り勧告 している。

①%ES:8%以 下

②%EM:10%以 下 ・ デ ィジタル伝送における誤 り率

③%SES:0.2%以 下
'

8.網 側 サー ビス内容 に よる制 約

特 に発信番号通知 、ユーザ ー間情報通知、 サ ブア ドレス端末通知 等のINSネ ッ トサー ビ

を受け ている、国 内システ ムの海外展 開(同 サ ービスは当面利用で きな い)に 当た っては、

他の手段の検討が必要。

〔備考1〕 テ レビ会議 シろテムにつ いて

テ レビ会議では、利 用す る速度、 コーデ ックの方式整合等の課題 があ る。

画像 用 コーデ ックの仕様については、CCITTで 標準が勧告 され 、今後標 準品が出回 る

ことが期待 され るが、当面、特 に外国側では既存の テ レビ会議 システムが存在 す ることか

ら、 コーデ ックの方式整 合の問題 が直ちにな くな るものではない。

現行 のテ レビ会議 システ ムは、TAを 介 してISDNと 接続 す ることにな るが、テ レビ会議

そのもののイ ンタフ ェース条件(V.llと かV.35)と 、国際ISDNで 使用可能 なTAの 端末側
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〔備考2〕ISDN番 号計画につ いて

現行 の国際電話番号計画 は、CCITT勧 告E.163に よ り、最 大12桁 であ る。

CCITTで は、現行の国際電 話番 号計画をISDN番 号計画(CCITT勧 告E.164)に 変 更す

ることを勧告 して お り、その実施時期 は、各国 の諸準備 対応の要 す る期間を考 慮 し、 タイ

ムT(1997年1月1日 午前8時59分JST)と してい る。

現行 の国際電話番 号計 画:国 番 号+市 外局番+加 入者番号(最 大12桁)

U(タ イ ムT)J

ISDN番 号計 画:国 番号+国 内宛先 コー ド+加 入者番号(最 大15桁)

(国 内宛先 コー ドは、①市外局番 のみ、②着 信網 コー ドのみ、③着信網 コー ド+市 外局

番 、④市外局番+着 信網 コー ドのいずれかの構成 である。)

タイ ムTは 、 この時 に世界中の電話番号を変更す ることを意味す るものではな く、 この

時 までにISDNと 接続す る世界中 の網 が15桁 長 の国際番号を転送で きる よう手当す ること

を意味す るものであ って、タイ ムTを 期 して、世界中の電話番号 が変わ ることではない。

なお、一部 の国(独)で は タイ ムT後 に国際番号が12桁 を越 え る可能 性があ る。

1.相 手国側の国内網の整備状況(特 に、端末側の足回 り網の整備)

1.現 在 、米国 リバ ーサイ ドでの"AT&Tの 一次群イ ンター フェー スサ ービス"に つ いて

折衝 中。 ロサンゼル スで の専用線接続 につ いて技術上、経 費上の課題点について検討 中。

2.ISDN加 入を よ り有効 に活用す るG4フ ァックス、 テ レビ会議等 に併用を進めたい。

基本 的にはバ ックア ップは、伝送系 の二重化 に よってなす べ きで、通信を トラピ ックに

応 じて制御す る構成 が望 ま しい。
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第2章 活 用 編

2.11SDN活 用WGの 設置 と検 討経 緯

(1)WGの 設置 目的

本 年度 新 し く設 置 したWGで 、"導 入時 の移行 方法"か ら一 歩進 めて も う少 し広 い視 点か

ら"ISDN活 用方 法"に つ い て検討 す るこ とと した。

本 年度 は、大 きな テ ーマ としてrISDNの 利 点を活 した企 業 内 ネ ッ トワー クの 望 ま しい 構

築方 法」 につ いてユ ーザ ー側 でモ デル事 例 を作 成 し、併せ て幾 つか の サ ブテ ーマに つ いて も

検討 す る こ とと した。

〔WGメ ンバ ー:18名(ユ ーザ ー側13名 、 メーカ ー側5名)〕

(2)検 討経 緯

① 大 テ ーマにそ った 各 ユーザ ー委 員か らの提 案事例 を、代表 例4例 に絞 った。

② ユ ーザ ー側委員 を上 記 の代表 事例 に対 応 した4グ ル ー プに分 け、 そ れぞ れ のサ ブテ ーマ

に つい て も検 討を 加 え、 モデル 事例 を作成 す る と共に 問題 点を 抽 出 し発 表 した。

③ メ ーカ ー側委 員 は テ クニ カル サ ポ ー トと して第3回WG以 降 参 加 。 各 事 例 の実 現 に あ

た って の技 術 的問題 の検 討及 び 、効果 的活 用方法 の ア ドバ イス を含 め、発 表 。

④ 以上 の結 果 を受け て、 ユ ーザ ー側委 員 でモデル事例 の再 整理 を行 った。

〔モ デル事 例 のサ ブテ ーマ〕

・専用線 のバ ックア ップ方法 ・オーバ ーフ ロー分 の救 済方 法

・64Kbps以 上 で速 度選 択 ・ISDNに よるオールイ ンワン回線

・プライベー トネ ヅ トワークとINSネ ッ トとの効果的接続方法(デ ータ系
、

回線交換 とパ ケ ッ ト交換 のベス トミックス、付加サ ー ビスの利用等)

・マルチ ポイ ン トTV会 議 ・デ ィジタルPBXの 活 用

・衛星通信 との比較 ・LAN間 接 続

・VANに おけ る利用方 法 ・セキ ュ リテa
、 課金 システ ム

2.2企 業 内網 へ の活用の 事例 研究

代 表 的モ デル事 例4件 につ いて、

① ユーザ ー側 でその基 本条 件 を整理 した。

・具 体 的 な効 果 的利用 方法 の概 要

・仕 様 と条件

・ネ ッ トワー クシス テ ム図

・ISDN利 用 の メ リッ ト

ー49一



② モデル事例の実現 にあた っての問題点、検討事項を抽 出 した。

(技術的条件等についてはメーカー側で整理)

・システム実現 にあた っての技術的要素の検討'

・システムの効果的な活用方法

・必要な製品、サービス等

・本事例におけ る問題点の抽 出

・システ ム実現にあた っての未解決の技術的問題 点

③ メーカー側の検討 内容に対す るユーザ ー側の質問事項 は、それぞれ最後にrQ&A」 として

まとあた。

以上の各項 目について、事例 ごとに以下の とお り分析 ・整理を行 った。
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2.2.1活 用事 例A(ISDNの 利 点 を活 か した企業 内網の構 築方 法)

〔サ ブ テ ー マ〕 ・専用線 のバ ックア ップ

・オ ーバ ー フロー部分の救済及び空時間の活用法

具体的な効果的利用方法の概要

通常時 は、音声回線 ・デー タ回線(パ ケ ッ ト)に おけ るオーバ フ ロー部分 の救済及び、 テ

レビ会議等 に利用す る。

高速デ ィジタル回線(専 用線)の 障害時 は、ISDNに 切 り替 え、バ ックア ップ.回線 として利

用す る㌔

仕様 と条件(実現にあたっての基本的事項)

・INSネ ッ ト1500お よびネ ッ ト64を 使用す る。

・音声系 におけ るオーバ フP－ 部分 の救済 にはBチ ャネル ×nを 利用 す る。

・TV会 議 お よびLAN間 接続 には、ISDNを 利用す る。(TV会 議にはHOを 利用)

・高速 デジタル 回線障害時 は、チ ャネルを切 り替えバ ックア ップを行 う。

・INSネ ッ トの回線数 は、高速 デ ィジタル 回線のバ ックア ップを行 う場合INSネ ッ ト1500を

24Bと して利用す るのでDチ ャネルを他 のINS回 線 で取 らなければ な らないため複数の回

線 が必要 となる。(24B-→H1(バ ル ク利 用)へ のダイナ ミック切 り替 え。)

㈱HO384Kbps、Hll.5Mbps

・接続時 間に よる課金 のため経済性。

・オーバ フ ロー部分の救済 として活用。

・データ量 の少ない小規模 の事業所 には、ISDNに よる接続が有効。
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ネ ッ トワー ク ・シス テ ム図
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MUX:多 重化装置
PS:パ ケ ット交換機
NC:ネ ッ トワーク制御装置

本事例における主たる検討事項

・データ量の把握 とINSネ ヅ ト1500に おけ るチ ャネルの振 り分け。

・INSネ ッ トの利用に当た って は損益分岐点 の見極めが必要。

・ネ ッ トワーク(装 置お よび媒 体)に おけ る障害の検 出方法。

・INSネ ット1500に おけ るチ ャネルの切 り替 え方法。

・運用 中におけ るチ ャネルの切 り替 え。

・既存設備 の活用(マ ルチベ ンダ対応 の装置)。

・音声 系におけ る接続経路(公 一専接続 の問題。
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システム実現にあたっての技術的要素の検討

技 術 的 要 素 検 討 結 果

(1)MUXに お け る高速 デ ィ a。 イ ンタフ ェース としては特 に問題 な し

ジタル 回線 とINSネ ッ トの b.高 速 デ ィジタル 回線障害→INSへ の 切替 も機 能 と して あ り

併用と障害時におけるINS

ネ ッ トへの切替

(2)高 速 デ ィジタル回線(SD) SD容 量 オーバ フ ロー とい うのは基本的 にはない。 予め計画 された

容量オ ーバ フ ロー時 のINS トラ ヒック量に おいて平均的な トラ ピック量 でSDの サ ービスクラス

ネ ッ ト側 へ の ト ラ ヒ ッ ク ・ を決め、それを超 える トラヒ ックが生 じた場合 にINSネ ッ トを起 動 し

ア ロ ケ ー シ ョ ン 利用す る。

a.音 声 関係は予めMUXの チ ャネルを割 当て してお く。又PBX側 も

当然 トラ ンクライ ンを準備 してお く。

b.デ ー タ系(パ ケ ッ ト)に ついても同様 であ りパ ケ ヅ トのオ ーバ フ

ローの定義が難 しいが、 ある トラ ピック量を超 え ると回線処理を追

加す る,ロジ ックが必要。
く:㌶ 訂 襟 塩

線の場合}で 定義が違う・

その対応方法も違って くる。

(3)INSネ ッ ト1500の 個 別利 a.ISNネ ッ ト1500の サ ー ビ ス と し て は 利 用 不 可 。

用 と大束利用(HO、Hl) b.23B+Dor24Bの 利 用形態 の中でMUX間 で各Bチ ャネル間 の同

の ダイ ナ ミックな切 り替 え 期をとる様な処理が必要となる。

利用

システムの効果的な活用方法

1.ネ ッ トワー ク総 合 管 理 シス テ ム の導 入

NC(ネ ッ トワーク制御装置)の 機 能が不明確で あるが、何れに よせ全体 ネ ッ トワー ク

を統合管理 す るシス テム(マ ルチベ ンダ対応)が 必要。

2.PC(パ ソコン)の 接続 はPBXよ りPS(パ ケ ッ トスイ ッチ)の 方 が回線利 用効率が 良い。

(PAD/PCCに てパケ ット化 しPSに 加入 させ る)

3.LAN間 接続 はPS経 由ではな く(ト ラヒ ックに もよるが)MUX(多 重 化装置)直 収が

ベ ター、若 しくはISDNに 直結 させ る。

ISDNへ の直接接続可能 なLAN間 接続 も製 品化 されている。
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本事例における問題点の抽出

・PBX・PS・MUX等 既存設備 の活用 ・マル チベ ンダ対応の装置。

・ネ ッ トワー クの監 視 ・制御 の方法。

・運用中におけ るチ ャネルの切 り替 え方法。

・ネ ッ ト1500、 ネ ッ ト64に おけるチ ャネルの分 割方 法、 お よびB、HO、H1以 外の チ ャネル

の提供

・音声系 の迂 回方法 ・公 一専接続の問題。

・空 き時 間が活用 で きる安価な製品がない。

システム実現にあたって未解決の技術的問題点

MUXのISDN回 線利用時のダイナ ミック ・ア ロケーシ ョン機能/同 期化

PSの ダイナ ミック ・トラピックア ロケーシ ョン機能(仮 想マルチ リンク)

装置監視 と切 り替えを制御す るNC(ネ ヅ トワー ク制御装置)
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國
Q1.NC(NetworkController:ネ ッ トワーク制 御装置)の 定 義 とそ の効 果的利 用 方法 は。

A(回 答)

INSネ ッ ト1500の チ ャネル を、通 常運 用時 ・夜 間 ・高速 デ ィジ タ ル 回線 障 害 時 ・MUX障

害 時 ・PS障 害 時等運 用 形態 に よ り切替 使用 す るために は、MUX・PBX・PS等 各 装 置 間 で

の接続変 更 及び局 間 での 同期 を取 るた めに何 らか の装 置が 必要 と考 え られ る。

これ らの制 御 を行 う装置 がNC(ネ ッ トワー ク制御装 置)で あ り、ネ ッ トワー クの障 害監 視

・マル チベ ンダ対 応等 の 付加価 値 につ いて は費 用対効 果 に よ る と考 え られ る。即 ち、 下 記の

ネ ッ トワー クシステ ム図 に おいて

「高速 デ ィジタル 回線 、MUXの 障 害時 にそれ に接続 されて い るPBX・PS等 を いか に し

てINDN回 線側に接続す るかを制御す る装置」

とい える。

〈検 討結 果〉

現在 の一般 解 でい うと下 図 の方式 とな る。即 ち、PBXのISDN接 続機 能 に よ りNCの 役 割

が 実現 で きる と考 え る。

PBX

INSネ ッ ト1500.・

TV

ISDN内 線一

高速ディジタル回線
M

u

X

|

…

1
`

[一

PS

TV会 議

高速 デ ィジ タル 回線/MUX障 害 時 にはPS・PBXは そ の同期 ずれ を検 出 で きるの で 、 例 え

ばPBXはTTC2Mの デ ィジタル イ ンタ フ ェース を利 用す る ことに よ り、 同期外 れ を 検 出 し

そ の トラ ンク ライ ンをISDN側 に切 り替 え る。PSも 同様 にそ の トラ ンク ライ ンをISDN側 に

切 り替 え使 用す る。

但 し、何 れ も設定 中 の呼 は一旦 切 断 され再 発呼 が必要 で あ る。
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Q2.マ ル チベ ンダー対応 の ネ ッ トワー ク監 視機 器が 出来 るのか。 また 他社機 器 へのサ ポ ー トが

いつ頃 か ら可 能か 。

A(回 答)

ネ ッ トワーク監 視 シス テ ムにお け る被 監視機 器 の マル チベ ンダー対応 につ いて可能 とな っ

て いる製 品が あ る。

T社 製品 では、 オ ・」プ ンイ ンタフ ェースを提 供 す る ことに よ り他社 機器 へ の対応 もで き る

とアナ ウ ンス してい る。

・ 時期 は他社 機器 の イ ンタフ ェースの種 類 に よる。

・ 他社機 収容 の方 式 は

①SNMPエ ージ ェン ト

②OSI(NMF仕 様)

③CMOT

④PROXYに よる独 自イ ンタ フ ェース接 続

⑤ 接 点入 出力 に よる簡 易的 な もの

ネ ッ トワー ク監視/管 理 の方 式 は大 き く以下 の2方 式 に分 かれ る。

① 通 常利 用す る回線 にデ ー タ と混在 して監 視/管 理 情報 を乗 せ る。

メイ ンス トリー ム方 式:ex.NetView

② デ ー タ通信 用 とは別 の 回線 を設置 しそ れを利 用 す る方式 。

サ イ ドス トリー ム方 式:ex.従 来 のモ デ ムの管 理 システ ム

① は ベ ンダ 固 有 の 方 式 とな りマ ル チベ ンダ対 応 が 難 しい。 但 し、DFSと な って い る

SNMPと かOSI管 理 も基 本 的に は この方式 。

② はその機 器毎 の イ ンタ フ ェース仕様 が公 開 され れ ばネ ッ トワー ク全体 での一元 管理 は可

能 となる。

T社 製 品 は上記 の両方 式 を持 った ハ イブ リッ ド方式 であ るの で、 マル チベ ンダ対 応 が 可 能

とアナ ウ ンス してい る。
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2.2.2活 用事 例B(ISDNの 利 点 を活 か した企業 内網の構築方 法)

〔サ ブ テ ー マ 〕 プ ライ ベ ー トネ ッ トワー ク とISDNの 効 果 的 接 続

具体的な効果的利用方法の概要

INSサ ービスのマルチ リンクやマルチ端 末機器 と各種 の付加 サー ビスを活 か し、 マルチ ホ

ス ト接続 や企業間接続 を よ り経 済的に行え る企業 内ネ ットワークの足 回 りとして活用す る。

企業 内ISDNと の接続

企業 内ISDNを 構築 す ることに よ り、基幹網は専用線、足回 りは公衆線(INSネ ット)を

仕様 し経 済的な プライベー トネ ッ トワークを構築す る。

複数 チ ャネルの同時平行利 用

デ ータの時間密度 が希薄 な会話型のオペ レーシ ョンをDchパ ケ ッ ト交換 で行 いなが ら、

回線交 換に よるデ ー,タ伝送(64Kbps)や 電話に よる通話を同時 に行 う経済 的な通信手段。

仕様 と条件(実 現にあたっての基本的事項)

1.端 末 機 器 へ の1イ ン タ フ ェ ー スの 全 面 採用 。

社 内基鱒 鰍 へのデ ・ジタルPBX・PS('〈 ケ ・校 旗機)の 導入 に よるミ 回鮫 換

とパケ ッ ト交 換の併用 。

マルチ タス ク ・マルチパス採用 の端末(OS2等 ベース)。

高度 付加サー ビスの利用(発 信者番号通知 、サ ブア ドレス通知等)。

発信者番 号通知 に よる安全確実 なセキ ュ リテ ィー管理。

専用線 と同 レベルの機密性 と網 の拡大 が容易な公衆性を兼 備。

複数 チ ャネルの同時 併用 に よる効 果。

公 衆網 に よる、企業外か らの容 易な接続。

フ レキ ジブルかつ容 易な端末 の展 開 ・増設。
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システム実現にあたっての技術的要素の検討

、

技 術 的 要 素 検 討 結 果

(1)専 用線 と公衆網(INSネ

ッ ト)の 利用

① 基幹網には専用線、 トラピック量の少ない足廻 りは公衆網(INS

ネットを使用する。

② 専用線のバ ックアップ用あるいは、あふれ呼用としてINSネ ット

を使用する。

③ 専用線と公衆網の使い分けは、 コス ト比較に より有利領域の網を

選択する。

(2)回 線 交換 とパケ ッ ト交換

のベス トミックス

① 保留時間に比べ、実通信時間の短いリアルタイム会話型通信の場

合はパケット交換を選ぶ。

② 回線集約、端末多重化を図るためにはパケット交換を利用。

③ その他パケット交換の特長は、高伝送品質、PVC、 閉域接続、異

速度端末間通信。

④ ここ2～3年 は音声、画像情報の転送や、コンピュータ間の大量

ファイル転送には回線交換、ホス ト、パケヅト端末間の通信にパケ

ット交換を使用す る。

③ 付加サービスの利用 ① 通信中着信通知 ② 通信中機器移動

③ 複合接続(コ ールウエイティング、3者 通話、着信転送、通信中転送)

④ 端末多重化 ⑤ パケット多重化

⑥PVC⑦ 閉域接続
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(4)vル チ メデ ィア採用 の端

末の活用

(5)発 信者 番号通知に よるセ

キ ュ リテ ィチ ェック

(6)サ ブ ア ドレス通知(ダ イ

レク トイ ン)の 活用

(7)マ ル チ タス ク、マル チパ

ス採用の端末の活用

⑧ 代表機能(順 次サーチ、ラウン ドロビン)

⑨ 着信課金 ⑩ 発着信専用

① 音声、データの同時利用に よる対話密度の向上を図る通信端末

(電話機能とデータ表示機能の ミックス化)

lcpul
1

酬 P
B

X

区lccul @・∋

x

P

B

X

① 現状ではCCUと アダプタ間での発ID情 報の交換が出来ない。

②PBXで ホス トインタフェースをサポー トし、発IDを 用いて着信

可否判定を行う。

③ 内線の番号計画は主として発/着 信番号を用い、サブア ドレスは

用いない。

④ セキュリティに必要なものは網で検証 される発IDで ある。

但し、PBX内 線からの発信ではどの局線を選択するか特定できな

い。

⑤PBX内 部が内線、外線着信を問わず、着信分析の中で発IDチ ェ

ックを行い、登録IDで ない着信は拒否する。

⑥ 本機能はセキュリティを強化するものであるが、更に2重 、3重

のガー ドをかければより完全なセキュリティができる。

①PBXで は一般にサブア ドレスに よ り、 内線 の1ine又 は 端末の どち

らかを識別 している。

②PBXで は スター形配 線が主流 であ り、バス形等のユーザ アプ リ

ケー シ ョンに必ず しも適 した システム構成 、番号計画にはなって い

ない。

③ サ ブア ドレス通知の活用法 として、19桁 の サ ブア ドレスによ り

line+端 末+ユ ーザ アプ リケーシ ョン(UAP)の 番 号形態が考 えら

れ る。

例えば、UAP番 号 によってOSI環 境 の選択 、ホス ト処理、トラ ン

ザ クシ ョンの切替、X.25のLCGN(LogicalChanne1GroupNumber)

相 当 の識別等が可能 とな る。 これ らは1企 業内網に とどまらず、企

業間での共通化 も必要である。現在TTC、HATS等 で相互接続 も含

め検討中。

ここではマルチタスク、マルチバス採用 の端末 、そ してFAXを 例 に

と り具体 的な応用例を紹介する。

①G4ミ クス トモー ド、ファクシ ミリシステム(G4ク ラス3モ ー ド)

口 G4ク ラス3 ISDN G4ク ラ ス3

口
DTP

口
DTP

文字 を文字 コー ドとして、画像を ドットデータとして

圧縮 して送信す る。通信 コス トの削減が期待できる。
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⑧ ネ ッ トワーク管理の標準

化動 向

②4ch同 時 動作 ファクシ ミリのゲー トウェイ アプ リケーシ ョン

加
回線網

INS

ネ ヅ ト

デ ィ ジ

タ ル

・64kbitで4チ ャン ネ ル 同 時 動 作

・中 継 、 同報 機 能

③ フ ァ ク シ ミ リ メ ー ル シ ス テ ム

4ch
FAX

4ch
FAX

加
回線網

INS

ネ ッ ト

FAX

メー ル
P

B

X

…

㊥ …

@…

G3

¢衆電話網

G3

主な機能として代行通信、一斉同報、時刻指定、

親展、私書箱、書留機能等がある。

企業 の戦略情報 システ ムが分散処理で構築 され るケースが増 えてき

てい る。 分散 データベ ースがネ ッ トワークを介 して 自由にアクセスさ

れ、 そのデー タベ ースに戦略 的情報が行 き渡 り有効に活用 され るため

にも、ネ ットワーク管理が重要にな って くる。

ア プ リ ケ ー シ ョ ン TCP/IPプ ロ トコル OSIプ ロ ト コル

ネ ッ ト ワ ー ク 管 理 SNMP CMIP

参

考

電 子 メ ー ル SMTP MHS

フ ァ イ ル 転 送 FTP FTAM

仮 想 端 末 TELNET VT

デ ィ レ ク ト リ NSP X.500

SNMP:SimplifiedNetworkManagementProtocol

CMIP:CommonManagementInformationProtocol

①TCP/IPに おけ るネ ッ トワーク管理(SNMP)
'88
.2SNMPを 短 期的 にみ た標 準 と認定 長期 的にみた標準は

CMIP

'88
.91NTEROP'88で 初 のSNMP公 開 相互接続実演

'89
.9SNMPを 長 期的にみた標 準 と認定

'89
.101NTEROP'89で 商 品に近いベ ースのSNMP相 互 接続実演

②OSIに おけ るネ ッ トワーク管理(CMIP)

OSI管 理 の うち、ISO国 際 規格 として完成 しているのは、「フ レ

ー ムワーク」 と 「共通管理情 報サ ービス/プ ロ トコル(CMIP/

CMIS)」 で ある。
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システムの効果的な活用方法

1.ネ ッ トワーク管理 システムの導入

企 業 内ネ ッ トワー クシステムの管理運 用状態 を一 ヶ所 で監視 す るための管理 システ ムの

導入を推奨す る。

CSAM/CD
2.構 内ネ ッ トワークへ のLANの 導入

IEEE802.3CSMA/CDLAN

IEEE802.5ト ー ク ン リン グLAN

IEEE802.91VDLAN

ANSIFDDILAN

3・FAXの コ ン ピ ュ ー タ端 末化 音声 系

4.メ ー ル の活 用(FAXメ ー ル 、 ボ イ ス メ ール)

ロー

[ト

IVDLAN

PBX

1

必要 な製 品、サー ビス等

システムを構成す る機器(下 欄)に ついて、下記機 能 ・サー ビスの実現が必要 とな る。

1.1イ ンタフ ェースへの変換、PAD機 能のカー ド化

2.高 速1イ ンタ フェース対応 の共通 プロ トコル(exINS版 全銀手順 、等)

3.基 幹 回線用 の大容量 の回線 サー ビス

4.オ ンライ ン端末 とTV電 話 の機能 を併せ持つ、マルチ ウイン ドウ ・マルチ メデ ィア ・マ

ルチパ ス端末(実 現 イ メージをP.66に 示す。)

CCU、PBX、PS、TDM、LAN、TA、BG、RT、GW、G4FAX、 フ ァイル 転 送 管 理 シス テ

ム、 メ ール シ ス テ ム、 ネ ッ トワー ク管 理 シス テ ム
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サー ビス レベルの統 一 と障害管理 に関す る標 準化

・ISN-Pサ ー ビスとDDX-Pサ ー ビスのサ ービス レベル統一

・交換網であ るため経 路が複雑 であ り、様 々な障害が発生す るが、そ の障害箇所 を迅速

に切 り分け可能であ るよう、障害管理に関す る標準化 が必要で ある。

通信制御装置に よる発信者番 号通 知の番号チ ェック

……TAと 端末間をX .21で 接続 すれ ば、 発ID番 号情報 の交換が可能 であるが、端末側

のユーティ リテ ィー機能 と して、使い易い機 能の切 り口の整備 が待たれ る。

(ex)S、T点 インタフェースの端末 内アプ リケーシ ョンでの参照可能 化

高速 な足回 りを引 き込めるだけの専用線サ ービスお よび交換機

……専用線の大容量 化(数10Mbpsオ ーダ)

回線交換、パケット交換の動的切 り替え機能

システム実現にあたって未解決の技術的問題点

パケヅト交換の動的切換え機能
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國

1一 ρ

T、:INSネ ッ トの場 合 平均 的に は0.016秒

衛 星経 由の場 合 は0.3秒

Q2.デ ータの 同時利 用 の形 態 は考 え られ るか(ex.Bチ ャネル ×2を 使 ってな お か つ マ ル チ タ

ス ク)

A(回 答)

マル チ タス ク処 理 は マルチ メデ ィア端末 に とって必須機 能。2Bを デー タのみ に使 うの は

マル チ メデ ィア端 末 の 目的か らはず れ る。

2Bで デ ー タ、音 声 、Dチ ャネル でデ ー タの形 態 は あ りうる。

Q3.端 末 で は発ID番 号 情報 の交 換が 出来 るか。

A(回 答)

現在 ター ミナル ア ダ プタ(TA)と 端末 間 がX21イ ンタフ ェー スで接 続 され て いる と発ID

番 号情報 の交 換 が可 能 で ある。

本 検討 は ユ ーザ ー側 委 員か らの 質 問 「現状 で は、通信制 御 装置 とISDN用TA間 で の 発 信

者番 号通知 の 情報 交換 が 行 えない」 を受 け ての検討 内容 て あ り、一 般 にはINSネ ッ トを介 し

た端 末間 での発ID番 号 の情報 交換 は行 え る。

つ ま りCCU加 入者 系 イ ンタフ ェース でINSネ ッ トを サ ポー トす る よ うに な れ ば 、 この 問

題 が解 決す る ことは 明か と考 え られ る。

本事例 の技 術 的要 素 の検討 結果 は 、発端 末 とホ ス トイ ンタフ ェー ス を サ ポ ー トす るPBX

との 間で発ID番 号 の情 報交 換 を行 えば よい ことを示 してお り、 既 存 装 置 との 融 合 性 及 び将
ノ

来性を踏 まえた ものである。

Q1.パ ケ ッ ト交 換 を ホ ス ト、 パ ケ ッ ト端 末間 で利用 した 場合 、 レス ポ ンス設計 は どの よ うに考

えれば よいか。

A(回 答)

レス ポ ンス タイ ム(T)は 次 式 で表 され る。

T=回 線 接続 時 間(T,)+回 線 待 ち時間(T2)+回 線時 間(T3)

+伝 送 遅 延 時 間(T、)+ホ ス トに おけ るデ ータ処 理 時 間(T,)

+端 末 にお け るデ ー タ処理 時間(T、)

T1:INSネ ッ トの場合 平 均的 には1.6秒

衛 星経 由の場 合 は4秒

T,'回 線使 用 率を ρとす る とT,=ρ ×(平 均サ ー ビス時間)
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Q4.PBXを 経 由 しホス ト、端 末 を接続 した場 合 のデ ー タ制御 フ ロー は どの よ うにな るか 。(発

信者番 号 をPBXが 受 け 付け てか らホス トコン ピュー タのデ ー タを端 末 画 面 に 表 示 す るに 至

るまで)

A(回 答)

基本 的 な こ とは前述 の 回答 と同様 で あ り、ISDN仕 様 に基 づ く動作 と考 え ます 。なお 、ホス

トイ ンタフ ェース とは、CCUの 管理 部 とア クセスす る もの であ り、発ID情 報 とCCU(ホ ス

ト)の 管 理情報 をや り取 りす るもの を想定 してい ます 。 以下 に フ ローの 大筋 を示 します 。

CPU CCU PBX 端末DTE

ノ

発IDチ ェ ック SETUP

一致?

K

CONNect

〉

発ID情 報

＼

ACK

〉

/

〈 デー・・ン・確立手順 〉
＼ /

データ伝送
、

/㍉:蒜 き・ン処理

＼ その他の業務処理
、 、

〔INSネ ヅ トの使用す るサ ー ビス属性例及び条件〕

・64kbpsのBch回 線 交換(PBXを 経 由す るため)

、・ .・非制 限デaジ タル/V.110
・TA部 分 につ いては省略

Q5.異 機種 間 マルヂ ベ ン ダーの環境 で も可 能か 。

A(回 答)

OSI(CMIP使 用)接 続 を利 用す れ ぽ可 能 です 。

現 在標 準化 が進 行 中です が、INTAP(㊥ 情 報処 理相 互運用 技術協 会)等 でOSI管 理 の実装

規 約 が制定 され た ときは、 マル チベ ンダー環境下 での ネ ッ トワー ク管 理 が実現 され ます 。

CMIP:CommonManagementInformationProtoco1

(OSI管 理 に おい て障害管 理 、性 能管 理 な どの個別 管理機 能 に依 存 しない部 分 の プ ロ トコル)
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Q6.異 機種間での有効 なメールの活用法はあるか。

A(回 答)・

① 非営利 目的の計算機関係の研究者を中心 とする実験ネ ッ トワーク、JUNETが あ ります。

② 昨年10月 に開催 されたデータシ ョーではINTAP(㈲ 情 報処理相 互運用技術協会)の

OSI相 互接続実験 モデルとしてMOTIS規 約(MHS)に よる異機種間の電子 メール の送受

信が行われた。

Q7.CCU(通 信制御装置)で の発信者番号チェック機i能の開発予定はあるか。

A(回 答)

CCUよ り上位 での発信者番号チ ェック機能とい う意味に置 き換 えて下 ざい。既にISDN直

接接続のCCUが 開発済みであ り、 アプ リケーシ 。ンソフ トを開発す れば上記機能が実現 出

来ます。具体的な計画は未定です。

Q8.デ ータ端末での具体的事例を紹介 してほ しい。

OS/2の マルチタスク機能 とBチ ャネルの複合処理の事例等、下記の様な構成が可能か。

Bチ ャ ネル

Bチ ャネル

D .チャネル

フ ァイル転送 接続相手.先 ホス トA

フ ァイル転送 ホス トB

フ ァイル転送 ホス トC

端末

A(回 答)

上記の構成は可能です。具体例としまして、R社の多回線収容FAXで は4ポ ートの同時処

理 を 実 現 し て しN'る ・・.,∴tt'.1、,.、

;
tt∵,・'・ ピ"(ISDN2回 線)

PSTN

(公衆電話網)

A

B

C

D

本 例 では、2B+DのBch2本 を使 用 して いますが、端 末 の シス テ ム構成 に よ り、Ddhを 取

り込 ん で処 理 す る ことは可能 です 。

㌔
.
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〔参考1〕

マ ル チ ウ イ ン ドウ ・マ ル チ メデ ィア ・マル チパ ス端 末 の実 現 イ メー ジ

異なるホス ト上に構築 されている複数のDBを 組 み合 わせて処理を実行 したい 。

臼 また 、複数の業務をマルチウイン ドウを用いて同時並行的 に処理 したい.

されに 、電話やTV電 話 といったコ ミュニケー ションも 、同 じ端末で こな したい 。

自社A事 案所DBa 自社B事 業所DBb 他社DBc

ISDN公 衆 網

こ れ ら全 て の 機 能 を

allinone

に 内 蔵 した ハ ー ドが 欲 し い.

業務1

(DBa,

DBb

使 用)

端末内部

薬務画面

業 務

(DBc使 用)

∠

目.一{≡ …r
十

受話器

業務画面

DBc使 用)

端末内部

業務画面

ノ

日。 → ∋一 一呂 一

(便 利 な付加機能)

複 数業務でBチ ャネルが満杯の時に、電話が着信 した場合
→Dチ ャネルで告 らせ 、画面上アイコン等で告知.
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2.2.3活 用 事 例C(ISDNの 利 点 を活か した企 業内網 の構 築方 法)

〔サ ブ テ ー マ〕 ・マルチポイ ン トTV会 議

・デaジ タルPBX

・LAN間 接続

・衛星 通信利用

具体的な効果的利用方法の概要

基本構成

(1)社 内(グ ル ープ内)は 専用線(ス ーパーデジタル)主 体に構成 す る。

補助的 にISDNを 併用す る。

社 外 との通信 の広 が りを見越 し、ISDNの 利用を十分取入れて構成す る。

サ フア ーマ

マル チポイ ン トTV会 議

今後 の経 営に是非 とも備 える必要が あ り、機能 実現 を期待す る。

デ ィジタルPBX(D-PBX)

マルチ メデ ィアを 扱 って行 く上 で高速 の交換機能 を期待す る。

LAN間 接続

LANは 随 時通信 を基本 としてい るか ら、専用線 で考 えるのが順当で ある。

ISDNの 利用 は考 えに くい。(P.74参 照)

衛星通信

グ ローバル経営 の時代に おけ るグローバル情報流通、お よびスポ ッ ト的な アクセス ポ

イ ン ト利用の ネ ッ トワークと して組 み入れ る。
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仕様と条件(実現にあたっての基本的事項 と検討事項)

1.マ ルチポイ ン トTV会 議

(1)多 点間制御 ・接続等が可能 な こと。

(2)ス ピー ドは任意に 出来 るよ うに したい。

64Kbps～384Kbpsの 切替 えの容易性。

(3)デ ータ、画像 、グラフ等 も同時に通信 ・表示 を可 と したい。

他社 との通信 のた め異機種 間接続 が必要 で、画像符号化方 式の統 一の問題。

CCITT勧 告が予定 されて い るこ と、 メーカー側 の製品準備 も進む と考 えられ実現可能

とな ろ う。

2.デ ジタルPBX(D-PBX)

(1)高 機能化を要望

D-PBXと 他 の交換機(マ ル チメデ ィア交換機等)と ど う切 り分け るか

データ量 あふれを 自動的にISDNへ 流す ようなことは無理 と考 え る。

LAN間 接続

(1)ISDNと 接続す るゲー トウ ェイ/ブ リッジの仕様 の問題。

(2)ア ドレス管理 ・制御機能 の問題

な どか ら、ISDN(ON-OFFを 必要 とす る)の 接続 は考えに くい。

4.衛 星通信の利用

(1)利 用 し易い形態 にな りつつ あ るが、

直接接続/サ ー ビス会社 接続 の使 い分け を したい。

有線 との切替法が容 易か。

料金は比較的安い と感ず る。

料金 に注 目。
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マルチ メデ ィア

交換装 置
専用線

一鯛 話 圏 ボ叶

G3FAXモ ン

プライ

㍍ ㌔ ⑥ 音享二。
統合装置

綴 末日・

蓼爆 口 繊

篇条ツト 昌

LAN端末 回

◎i簑

高速デ ィジタル
回線(専 用線)

マルチメディア

交換装置
専用線
ポート 因 一般騙

モ ちG3FAX

プライ
音撲二
,臨 論 宗

統合装置
SDN端 末

虫瓢

勤 口鐡竃

屋 蘇 ツト

回LAN端 末

⑤
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2.サ ブテーマに関 して

(1)マ ル チポイ ン トTV会 議

① 社 内各所(本 ・支店 ・工場 ・研究所)な どで同時検討 ・即決 主義経営 。

② 将来 は他社 との交渉、社外機関 との検討会。

な ど、広 く、即時 に利用す る。、

(2)デ ジタルPBXの 活用

① マルチ メデ ィアの同時利用 に際 し、交 換機 能が中枢 となる。

(3)LAN間 接i続

① 常時でな く不定 期または非 定時の利用 が主にな る。

(4)衛 星通信利 用

① 有線 でない有利 性を利 用。遠隔、広 域、 スポ ッ ト性。

②ISDNと は全 く別系統 なので、非常時用 として重要。

システム実現にあたっての技術的要素の検討

マルチポイントTV会 議

① 通信相手 と同数のコー

デ ックを設置する方式

② 多地点間通信制御装置

(会議用)を設置する方式

③ 多地点間通信制御装置

(同報用)を 設置する方式

点

占
…

点

点

繊

麗

。抱

地

点

点

点

点

繊

麗

d抱

地

〔標準化動 向〕

CCITTSGXVに て 、

任意の1地 点
に設置する.

畑

◎ ～・一デ ・ク
:通 信回線

凡例

◎ ・コーデ ・ク

・目 :多地点間
緬}御 装置

一:通 信回線

蝸

◎ ・コーデ・ク

圃
=多 地点間

緬 脚 装置

(同報用)

一一 一:通 信回線

第9研 究期(1989～1992年)後 半の主要課

題 として と りあげ られ ることとなってい る。 今会期中(1992年 末)

に は関連 規格 が勧 告化 され る予定 である。(P.75参 照)
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2.デ ィジ タルPXの 活 用

3.衛 星通信の利用

※利用形態 、地上 回線 との コ

ス ト比較 はP.76に 示 す。

① あふれ呼のISDN迂 回

・PBXで は 専用線の容量以上 の呼発生時に、 自動的 にISDNへ 迂

回す る機 能があ る。

MUXで は あ らか じめ通信量 の多 いと予想 され る曜 日や時間帯

を設定 しておき、ISDNを 利 用 して帯域を広げ ることが可能であ る。

しか し、呼量 の増大に応 じてダイ ナ ミックにチ ャネルを増大 さ

せてい くのは、技 術的に難 しく、通信 コス ト削減効果 も大 き くな

い と思われる。

②PBXと パ ケ ッ ト交換機の統合 化

PBXと パ ケ ッ ト交換機の統合 には以下 の レベルが考え られ る。

.(i)イ ンターフ ェースの統合 端末

端 末 イ ンタフ ェース(回 線)を

共用

PS

(ii)同 居

本体の筐体を共有
端末

PBX

PS

(iii)機 能 の統 一化

これ らの統 合化には技術 面以外 にユーザ ー担当部門の違い、信

頼性、セキ ュ リテ ィ面での考 え方 の違 い等の障壁 があ る。

③PBX内 線 の高速化

現状回線 交換 では348Kbps、L5Mbpsま で の高速化 が図 られてい

る。

LANイ ン タフ ェースと しては1Mbps(イ ー サネ ッ トタイフ●)と

4Mbps、16Mbps(802.91VDLAN)が 検 討 されてい る。

① 衛星通信の利便性、容易性

(り 広 域 性

(ii)同 報 性

㈹ ネットワークの柔軟性(地球局設置でネットワークに組み込み)

(iv)地 理的条件に影響されない

(v)対 災害性

② 衛星通信サービスの種類とユーザー業種例

ア プ リ ケ
ー シ ョ ン

デ ー タ 通 信
ディジタル圧縮映像伝送

フル モ ー シ ョ ン映 像 伝 送

通 『 信
事 業 者

第1種 通 信 事 業 者

1 1

.

第2種
通 信事業 者

第2種
通 信事
業 者

周波数(LP
分割貸し

q」ノ時間貸し

ユ ー ザ
ベンチ ャー

一般企業

新 聞 社

一般企業

予 備 校
テ レビ局

CATV

番組供給会社
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利用促進における問題点

1.企 業 内の コンセ ンサス

(1)基 本計 画

通 信ネ ッ トワークのアンフラ構築 の年 次別計画の設定がない。 単に通信料 の問題 とし

て捉 えていては、利用促進 の原動力 とな らない し、そのために機 器 ・通信料の価 格 も下

が らない。

イ ンフラ論議 よ り前に マル チ メデ ィア利用の絵(絵 とい うと語弊 があるが、あ るべ き

利用 形態)を 創造す ることを少 しずつ進 め ることとな ろ う。

大 企業は出来 るだけ関係会社 を まとめ、大 き く利用す ることを進 め ることが必要であ

ろ う。

企 業 内と外部 との接続利害関 係

資 力、企業規模 に よる通念 の相違 があ る。特 に自分の配下に置 く企業 との合意は しに

くい。力で無理強いするのはまずい し、参加 出来 るよ うに しておいて、選択 させ ること

にな ろ う。

業 界 との強調問題

EDIは 各業界 が検討中。
'

プ ロ トコルが中心に進 めてい る。他業界 の進 め方を知 るべ きであろ う。

通信事業者、 メーガーへ

(1)料 金 の ランク制

(2)公 ・専接続の促進

広域 ・公衆化を図 るためには、相互接続 が不可欠

製品動 向の計画公開 とPR

ISDN対 応各種機器の標準化 と価格

システム実現にあたって未解決の技術的問題点

MUXで の呼量変動に対応 す る動的帯域制御

PBX-PS間 の標準イ ンタフ ェース
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回
QLANi接 続時のオ ーバ フローの対処方式を明確に。

[通 常 時 ネ ッ トワー クのSD(高 速 デ ィジタル)回 線 内で行 うが 、 デ ータオ ーバ ー時 があ りうるので 、そ の時 の接 続対 応 を検討 してほ しい。]

A(回 答)

以下 の よ うな構 成 が考 え られ る。

LAN間 接続装置LAN間 接続装置

～

昆 是 是 且 思 置 唐人 毘

ワークステーション/コンピュータ等 ワークステーション/コンピュータ等

①LAN間 接続装置は支線LANか ら発生データを監視 し相手方LANへ 送出の要がある場合のみ1/Fを 介

して送出する。

② この時に制御部はその支線LANか らの受信バ ッファの残量チェックを行 う。

③ バ ッファの残量がある規定値を超えた場合にSecondaryl/Fを 起動 してその トラピックを処理する。

本機 の対応 は未 だ製 品化 され てい ない よ うであ るが、近 い将 来実 現 され るであ ろ う。 仕様 を

限定(注)すれ ば、技 術 的 には解 決 で きる方法 で あ る。

SD(高 速デジタル回線)SD
I/F

SD
I/F

(Primaryuse)

-ISDN網 一

(Secondaryuse)

制 御 部 制 御 部

∠ ISDN
I/F

ISDN
I/F

－i

一 』■■以 ,'」 ■問鳥毛白

支線LAN支 線LAN`.
・ ・ 「一 ー 一 ・ 一 「一'F『 -r-7●■. 1

囲 ・LAN間 接 続 で あ るので地 点 は複数 に なる。

・支線 か らの接続 要 求 はそ の下 のWS等 か ら発 生 し相 手 は マチ マチで あ る。

・よ って オーバ ー フ ローデ ニタはそ の残 量 チ ェ ックに該 当 した トラ ヒ ックの相手 が対 象 と

な る。

・また 、そ の切断 タイ ミングはLANの 性格 上一 定値 の タイ マ監 視 で行 う しか な い。

・又はINS-Pを 利 用 し複 数 の相 手 に呼 設 定 を しそ の オ ー バ ー フ ローデ ー タ を迂 回 させ

る。
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〔参考2〕LAN間 接 続 のINS-P利 用 につ いて

.LANは 随時通信及び大量データ通信をその基本 としているのでLAN間 接続については基本

的に専用線/回 線交換の利用が主流である。

提起 されているパ ケッ ト交換を利用 したLAN間 接続についてその方式 と特徴につ いて検討

してみる。

(1)LAN(こ こではISO8802-3:CSMA/CD方 式 を対 象 とす る)は そ のパ ケ ッ トサ イ ズ が最

大1.5KBで あ る。

(2)LANは 高速 の通信 手段 と して の認 識 が多 い。

(3)パ ケ ッ ト交 換は蓄 積交 換 で あ る1

現在 の ところINS-Pで は その パ ケ ッ ト交 換 のスル ープ ッ トは最 大9.6Kbps/LCNで ある。

即 ち、非常 に遅 い。

(4)更 に、INS-P(DDX-Pも 同様 で あるが)の 網 内遅延 に つ いて は 目安 は提 示 されて い るが

輻綾 時 の最 大遅延 時 間は特 に保 証 値 は ない。

これ らの前提 でLAN間 をパ ケ ッ トを利用 して接 続 しよ う.とず る と以下 の点 に 注 意 して実 現

す る こ とが肝要 であ る。

①PSの パ ケ ッ トサイ ズを2KBに す る。

② 速度 は期待 しな い。 一

③ 上位 の プ ロ トコル レベル で各 種 監視 タイマの見直 しをす る こ と。

④ ル ーテ ィング方 式 と しては ス タテ ィ ックル ーテ ィ ングが望 ま しい。.ダ イ ナ ミックル ーテ ィ

ングにす ると余分 な パ ケ ッ トが発 生 す る。

⑤ パ ケ ッ トの利用 方式 はVC/PVC何 れ か。

⑥ 接続/切 断 のタイ ミングが ど うな ってい るか。

⑦LANの ア ドレス とパ ケ ッ トのDTEア ドレス/LCNの 関係付 け が 明確 にな ってい る こと。

DDX-P/INS-Pで は1物 理 回線 当た り1DTEア ドレス しか 利 用 味 な い の で ・eeVaの

LAN間 接続が必要な場合はLeNで 相手識別をす ることになる。

LAN間 接続装置が何個 のLCNを 持てるかによって相互接続 出来るLANの 数が決まる。
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〔参考3〕 テ レビ会議 関 連標 準化動 向

標 記 につ きま して、 ポイ ン トとな る勧 告は 以下 の とお りCCITTに て勧 告化
.(1990.12)さ れ

た。

1.H.221

オ ーデ ィオ ・ビジ ュアル シ■テ ム(AVシ ス テ ム)の 、マル チ メデ ィア多 重化伝 送 フ レー

ム構 成 を規 定。

2.H.242

AV端 末 の相 互 接続 手順

→ 相 手が どの よ うな機 能 ・メデ ィアを有 す る端 末 であ るか を相互 に識 別 し
、 ネ ゴシエ ー

シ ョンす る こ と。

→ 複 数 チ ャ ンネ ル の同期

→ 動 作 モ ー ドの設 定、 切 り替 え

な ど。

3.H.261

動 画像 の圧縮 方 式 を規 定。

基本 は

(1)動 画像 の 時間 的冗 長度 除去

→ 動 き補 償 フ レー ム間予測

(2)空 間的冗 長 度(画 像 の細 か い変化 分eq少 ない)除 去

→DCT(離 散 コサ イ ン変 換)

4.音 声 符 号化 方式 の規 定

liii竃i:璽1㌦]一 一 、 一
な ど

これ ら以外 に も、H320、H.230等 が12月 中 には標 準化 され た。

会議 システ ムと して未勧 告 の部分 と しては 、

(1)16Kbps音 声 符 号化(予 定勧告 とい うことでAVI254と 規定)

(2)静 止 画/テ レライ テ ィング/そ の他 デ ー タ関 連の勧 告

予定勧 告AV.270/AV.271/AV.272/AV.273が あ り、CCITTSGXV第9研 究 期(1989～

1992年)後 半 に討議 され 、今会 期 中(1992年 末)に は、勧告 化 され る予定 で あ る。
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〔参考4〕 衛星通信の利用形態 と地上回線 との コス ト比較

1.利 用形態

通 信 形 態 デ ー タ の 流 れ 概 要

瀧 硬)VSAT局
、fr自

セ ンタか ら1回 線で、多数 の リモー ト局 へ

同一情報を同時伝送す る。

同 時 通 信 HUB局 端末装置
伝送方法 として無手順方式(放 送形)と応答

PトタL ご

[=i「 回
ホス トコンピュータな ど

、で一ス⊇

確認方式があり画像情報やデータの一斉ダ

ウンローディングなどに利用 される。

通信醒)VSAT局 ホ ス ト コ ン ピ ュ ー タ ・端 末 の1:1の 双 方 向

、〈⇒
通信を リモー.ト局 ごとに行 う。

センタリモー ト局

双 方 向 通 信

HUB局;端 末装置

i.』

[ヨ 三@・
赫,,ン ピ_,な ど 、〈=台

情報検索などの問い合わせ応答通信、受発

注情報などのデータ収集、還元帳票などの

データ通信等に利用される。

通信衛《)VS・T局
、イ「 ⊇

いったんセ ンタを経 由す るこ とに より、端

リモー ト局通信
HUB局1端 末装置

1

〉

末装置間の伝送を行 う。

[}婆i
.一,。 システ。など 、〈寸

メ ヅセージ交換 システムなどに利用 され る。

複 合 通 信

鮪 嬢)VS・ 要 回

、で三{～テレビモニタ

⊆ 工UB… 端櫛

一,隠豊 滝 鳥

データの送受信を行 うとともに、テ レビ映

像の同報伝送を行 う。

2.地 上 回線 との コス ト比較(遠 隔教 育 システ ム例)

前提 条 件

i地 球局 コス ト

6年 リースに て計算

iiト ラ ンス ポ ンダ価 格

際蕊}分 噸
iii地 上 回 線(ネ ッ トワ ー ク構 成 は 、

マ ル チ ドロ ッ プ に よ る)

.lNTTス ー パ ー デ ィ ジ ダル を 適 用.

㌶1:1隠 隠の費用

25

⑳

15

10

回
線
使

用
料

(M
¥
/
月
)

5

0

・衛 星 回線 一一 ー一地 上 回線

'
''

''

''

'
'
''

.'

ノ
''

''

'
ノ
'

'
'
'
'
''

'

'
'

'

'γ

'

,''

246

大 阪 大阪 広島 大阪 広島

名古屋 名古屋 博多 名古屋 博多

仙台

札幌

8支 店局数

大阪 広島

名古屋 博多

仙台 金沢

札幌 高松
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2.2.4活 用 事例D(ISDNの 利 点 を活 か した企 業 内網 の構 築方 法)

〔サ ブテ ー マ〕 ・VANに よ る利 用 方 法

・公 一専 接 続

・セ キ ュ リテ ィー 、課 金 シス テ ム

・国 際ISDN

仕様 と条件(実現にあたっての基本的事項)

1.受 発 注 業 務 の端 末 は ① 従 来 型 の パ ソ コ ン(BSC、HDLCプ ロ トコル)

②X、25パ ケ ッ ト端 末

③1イ ンタ フ ェ ース端 末

E社 とVANの 接 続 は ホス トtoホ ス ト(コ ン ピ ュー タ)

VANの と ア ク セ ス 回線 はINSネ ッ ト1500及 び ネ ッ ト64を 使 用 す る。

(通信 料が一定額を越 える場合は専用線(高 速 デ ィジタル回線・U点 イ ンタフェースサ ー

ビス))

付加 能(EDI、MHSを 意識)

・FAXに よる受発注

・広域 内線電話 の様 な感覚の電 子 メール

・TV、 音声会議 シス テム

・トラピ ック情報 の提供

・独 自の料金体 系
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ISDN利 用 の メ リ ッ ト

9

L

2

3

4

回線交換、パケット交換や多様な速度をサポー トする汎用性

発信者番号通知を利用したアクセスセキュ リティ

高品質な国際交換回線の利用

総合的な経済性

ネ ッ ト ワ ー ク ・シ ス テ ム 図

9、 擬1 懸灘

/'交 換 的
!

専用的

,
、、、

、
、

(E社 支 店)'

IT:イ ンテ リジェン ト端末

ITA:イ ン テ リジ ェン トTA

∨

臓

T

D

M

(D社AP)

NP:ネ ッ トワーク ・プロセ ッサ

MME:マ ル チメデ ィア交換機

交換的
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システム実現にあた っての技術的要 素の検討

技 術 的 要 素 検 討 結 果

1.イ ン テ リ ジ ェ ン トの 持 ち ・網の定義:第1種 、第2種 、特2の 通信 事業 者が提供す る レイヤ3

方(網 か端末か) までのサ ービス

・応用層のイ ンテ リジ ェン トを網提供 者が持つかユーザ ー側 で持つか

についてはもう少 し詳細に検討要。

ISDNの 高速性を活かせる方法

2.デ ー タ量の変 化で利用 回 ・端 末 側:ISDN回 線 は回線交換、 パケ ッ ト交換 を同一回線で実現

線種類を選択する方式 してい るので、端末側 アプ リケーシ ョン別に回線交換、

パケット交換の利用を選択出来る。

(但し、回線交換の場合は相手との速度整合方式の一致

が必要)

・網装置側:加 入者回線のデータ量監視をするとい うことは、全て蓄

積交換的にな り現実的でない。

3.ISDN回 線 のVANア ク セ ・回線交換:特 に問題な し

スの足廻 り利用 ・パケ ッ ト交換:下 記理 由で ゲー トウェイが必要になる
。

①網間接続であること

②ア ドレス体系が異なること

(場合によっては特殊なATを 準備す ることにより網間接続でない方

法 も可能。)

4.セ キ ュ リテ ィ チ ェ ッ ク の ・網 としてはその機能は有 しない。

方法 ・下位層では発信者番号通知の利用に より対応、上位層は一般的なパ

ス ワー ド等 での対応 となる。

必要 な製品、サ ービス等

1,マ ルチ メデ ィア交換機(MME)

多様 な メデ ィアを交換 す る。

2.TA、 インテ リジェン トTA

ISDNへ の変換、選択機能 の付加

3.プ ロ トコル変換 装置

OSI上 位層 を意識 した プ ロ トコル変換

4.VANサ ービスプ ロセ ッサ

MME、 プ ロ トコル変換 との統合 とVAN仕 様 の網制御
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VANサ ービスについて未確定の要素が多 く採算性等の評価が困難

公一専一公接続の解放等制度的制約

上記MME等 の具体的仕様

システム実現にあたって未解決の技術的問題点

全体的 にVANの サー ビスについて の内容が多 く、ISDNの 活用 とい う観点 か らは特 にない。

但 し、NCの 必要性 を主張 され てい るので これを どの様な イメージのものにす るか の議論

が必要。
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第3章 アプ リケー シ ョン編





第3章 ア プ リ ケ ー シ ョ ン 編

3.11SDNア プ リケー シ ョンWGの 設 置 と検討 経緯

(1)WGの 設置 目的

ISDNを 利 用 した ア プ リケー シ ョンについ て、 ユーザ ー要 望 を整 理 し、 そ の 実 現 の た め の

技術 的諸 条 件等 につ い て整 理 す るため に設 置 した。

昨年度 のWGで は、 ア プ リケー シ ョンにつ い ての コンセ プ トの集約 と、併 せ てそ の機 能 要

件等 を検 討 した。 本年 度 は更 に新 しい ニ ーズ の発掘 を行 うと共 に、具体 的 な詳細 検討 を行 う

こ と とした 。

〔WGメ ンバ ー:16名(ユ ーザ ー側12名 、 メー カー側4名)〕

(2)検 討経 緯

① ユーザ ー側委 員 に対 す る ア ンケ ー ト調 査 に よ り、検 討対 象 を昨年 度 の8事 例 →4事 例 に

絞 る と共 に、新 た に提案 の あ った2事 例 を加 え、計6事 例 につ いて検 討す る こと と した 。

② ユーザ ー側委 員 は この6事 例 につ いて分担 し、 自社 内の業 務へ 適用 した場 合 等 を想定 し

て モデル を作成 し、そ の仕様 条件 等 を整 理 した。

③ メー カ ー側委 員 は テ クニ カル サ ポー トと して第3回WG以 降参 加。 アプ リケ ーシ ョン実

現 の ため の技術 的 要件等 を代 替案 も含 め検討 を行 った。

④ 以上 の結 果 を受 け て、 ユ ーザ ー側委員 で モデル事 例 の再 調 整 を行 った。

⑤ 事例 研 究 のテ ーマ

iリ モ ー ト ・イ メー ジ ・デ ータベ ース

ii記 事情 報 を受 信 し社 内へ再配 信

iliセ ール スマ ンへ の商 品紹 介 シス テ ム

iv遠 隔地 シス テ ム開発

vパ ソコ ン通 信 に よる ソフ トウ ェア流 通 セ ンター

viマ ル チ メデ ィア情報 セ ンター システ ム

3.21SDNを 利 用 した アプ リケー シ ョンの事例 研 究

代表 的 ア プ リケー シ ョン例6例 につ い て

① ユ ーザ ー側 でそ の 基本条 件 を整理 した。

・シス テ ムの概要

・仕 様 と条件

・シス テ ム構 成 図

・ISDN利 用 の メ リッ ト

・利 用 の局面 と効 果
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② モ デル事 例 の実 現 に あた っての 問題 点、検 討 事項 を抽 出 した。

(技 術的 条件等 に つ いては メー カー側 で整 理)

・アプ リケ ーシ ョン実 現 のた めの 技術 的機 能要 件 の検討

・必要 な製 品、 サ ー ビス等

・シス テ ムに おけ る問題 点 の抽 出

以上 の各項 目につ いて 、事例 ご とに 以下 の とお り分析 ・整理 を行 った。
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3.2.1ア プ リケ ー シ ョ ン例1(リ モ ー ト ・イ メ ー ジデ ー タベ ー ス)

システ ムの概要

1.リ モ ー ト ・イ メ ー ジ デ ー タ ベ ー ス の基 本 的 な 意 味

・イ メ ー ジ(カ ラー静 止 画 像)… … 商 品 の写 真 ・カタ ログ ・そ の 他 イ メ ー ジ デ ー タ と し

て 利 用 され る もの。

・リモ ー ト イ メ ー ジデ ー タフ ァイ ル と
、 そ の 利 用 者 ～ 媒 介 者 ～

登 録 者 間 をISDN回 線 で連 結 。

・デ ー タベ ー ス 利 用 目的 に 添 った
、 検 索 条 件 を 持 つ デ ー タベ ー スを

構 築 。

2.目 的

リモ ー ト ・イ メージデータベ ースは、ISDNの 経済性(=高 速性)を 活か して画像の伝

送 を、広 域性を利用 して小企業 までの画像 ネ ットワークを、 メデ ィア統 合性を活用 してパ

ソコン ・電話 ・フ ァクシ ミリ ・スキ ャナー等 の統合的連結 を行 うものであ る。

また、画像(イ メージデー タ)の 蓄積 とランダ ム検索の面 では、RIDB(リ モ ー ト・イ メ

ー ジデ ータベ ース)の 本部を想定 し
、そ こに大容量 の光デ ィス クを配置 し、RIDBネ ッ ト

ワー クに連結 され る端末機器 での登録 を行 い、登録 された末端利用者 のイ メー ジデ ータネ

ッ トワー ク端末か ら多重検索 がで きるようにす る。 一→ カタ ログ ・商 品展示 の代替手段

と して利 用で き、商品在庫 が不要 とな る。

3.活 用形 態

(1)業 者 間取 引での利 用

① 商 品仕入れ の決 定際 の、商品 カタ ログデータベースと して、利用す る。

(2)販 売 の現場 での利 用

① 売 り場 での、消 費者 の購買条件 にあった商品の検索 ・選択 ・発注

商 品性能 ・機能 ・サイ ズ ・重量 ・デザ イン ・色 ・素材 ・価格 ・納期等 の条 件

② セールスマ ンの商談の場での、消費者 の条件にあった商品の選択 ・発注

商 品性能 ・機能 ・サイズ ・重量 ・デザ イン ・色 ・素材 ・価 格 ・納 期等 の条 件

(3)非 商品等 の場合は

① 利用者の、求め る条件に合致 した、備品 カタログ ・新 聞写真 記事 ・雑誌写真記事 ・

履 歴書 ・書類等を、検索出力す る。
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システム構成 図

・システムを構成す る主体は、① 登録者、②利用者、③媒介者(RIDBセ ンター)の3者 で

あ る。
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紙媒体の イメージEWS嘩2静 止画 分散型の
もの スキャtd20MIPS鍵 巴 縮lf>」 光 ディスクファイJl'

曇卵 元磯 劉
1羅 魏 一

● カラー静止画 の1/10圧 縮 分 は、分散型 の光 デ ィスクフ ァイ ルへ蓄積 し、

1/100圧 縮 分 は、ISDNを 介 して、RIDBセ ン ターヘ オ ンライ ン登録 する。

RIOBセ ンタ胡 システム 基 本 機 能 ・ ・ イメージデータペース ファイル の全 蓄 積 と メンテナンス・検 索 サーバーシステム

※EWSか 汎 用 機 か は 、

データベースの 規 模 と

メンバー数1こ 依 存 する。

FAX

300DPI30i少/A4プ リンター

セールスポイント

音声説明

の付加

A/D

]ンバ一夕ー

※EWS
または汎用機

センタ胡 大容量 光ディスクファイル

●1/100圧 縮 分の画像データ蓄 積

颪 扇≡ 颪㌫ ㌫ ≡石 ≡ 司
1②説明文等の鷲 羅 正修正等)

灘 塞塁塞塾竺一、

利用者のシステム 基本機能 ・・オンライン条件検索と出力 多数のメンバー

光ディスク 過去の検索分
の蓄積

音声対話型検索 システム

EWS

20MIPS 里謡癖憂 一「

灘轡連圏

I

S

D

N

交

換

網

一84一



仕様 と条件(ア プ リケ ーシ ョン基 本機能)

1.登 録 者 の シス テ ム

(1)イ メ ー ジデ ー タ登 録

・紙 媒 体 の もの … … 商 品 写 真 ・商 品 カ タ ログ ・新 聞 記 事(写 真 入)・ 商 品 マ ニ ュア ル

等 は 、 イ メ ー ジス キ ャナ ー(=600DPI…A4読 み 取 り4分)

で 入 力

・具体物 中古車 ・骨董品 ・美術 品 ・不動産(住 宅 ・土地)等 は、高精細

が必要 な ときは写真を撮 って、紙媒 体に して スキャナ ー入力す

る。高精細が必要ないときは、電 子 スチル カメラに撮 り、その

デ ィス クを再生機 で読 み取 り、A/Dコ ンバ ーターを経 由 して、

入力。(=TV画 像 レベル)

◎イ メージノ精細度に関 して

■A4カ ラ ー高精細原 画(=100MB)⇒ 『1/100圧 縮 分』は、RIDBセ ン ターへ送信 ・登録。

■A4カ ラ ー高精細原 画(=100MB)⇒ 『1/20圧 縮 分』 は、手元の光 デ ィスクフ ァイルへ登録。

◎光デ ィス クフ ァイル に関 して(90年 現 在)

■WRITEONCEで 一 枚 の容量 が、3.2GB(=一 枚 の画像5M×640枚 分)

■ 駆動装置一 台で、容量 が、164GB(=一 枚 の画像5M×32,800枚 分)

(2)画 像加工

・簡単な画像 加工(切 り出 し ・圧縮 ・拡大)を し、登録の 『基本 フ ォーマ ッ ト』 に合

わせ る。

(3)説 明文付加

・その画像 の理解 に必要な説 明文 ・セールスポイン ト・記事の場合は要約を加 え る。

(400字 以内)

(4)コ ー ド付与

・検索に必要 な、 コー ド(商 品性能 ・機能 ・サイズ ・重量 ・デザイ ン ・色 ・素材 ・価

格 ・納期等)を 、付加す る。

(5)受 注処理

・利用者か らの、商品発 注が あった ときの、受注データ処 理

2.RIDBセ ンター

(1)登 録者か らのイ メージデ ータ登録の受信

・登録者か らの送 信デー タ(イ メージデータ+文 字 データ)は 、一旦すべ て 『一次受

信 フ ァイル』 で受けてその後、加工す る。

(2)画 像 加工

・画像切 出/拡 大/縮 小/合 成/カ ラー修正等を経 て、統一 フ ォーマ ッ ト化す る。

(RIDB本 部で の、加 工修 正必要作業の量 は、登録 メ ンバーの登録技術 レベ ルの高

さに反比例す る)
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(3)説 明文等の修正

・登録作業者 の説 明文付加 ・レジ ュメ作成 の技術 レベルに よって、その内容 の レベル

が異なるので、それを、 ある一定の レベルにそろえ る。同時に、記述 形式 フ ォーマ

ッ ト統一 を行 う。

(4)検 索条件等 の付 加 ・修正

・検索に必要 な、 コー ド(商 品性能 ・機能 ・サイズ ・重量 ・デザイ ン ・色 ・素材 ・価

格 ・納期等)を 、規格 に合わせて、適宜修正す る。

(5)画 像 フ ァイルの メンテナ ンス処理

・新規登録 の審査 ・既登録分の 内容修正 ・不要分 の削除処 理を行 う。

(6)音 声に よるセールス ポイ ン ト説明の付加

・重要な もの、または必要な ものについては、説 明文 と別 に、商品であれ ばセール ス

ポイ ン ト、新 聞雑誌 記事 またはマ ニュアル等 であれば、その レジ ュメを、専門の人

が入力。(最 大30秒 位)

◎RIDBセ ン ターで必要 な、光デ ィス クファイルの容量 に関 して

■商品カタ ログのケ ースでは、1商 品種類1枚 として、最大15万 直 線 レベル

ffafl'1/100圧縮 画像+音 声圧縮 デ ータ+文 字 データ(=約1.5MB)×15万 枚=225GB

■ 新 聞雑誌記事 ・マ ニュアル等で は、 もっ と少な くなるであ ろ う。

3.利 用 者 シ ステ ム

1◎ 商 品カタ ・グ検索 のケ ース1

(1)音 声対話型検索 システ ム(S社 の、 ビデオ録画予 約で、実用化途中)

・機械サイ ドでの人工音声 での問い掛けに、次 々に音声応 答す ることで、検索条件を

入力す る。

一 もちろん、熟練 者はキ ーボー ド入力がス ピー ドも速 い し正確だが、アクセサ リ

ー的に、音声 対話 型検索入力 システ ムを付加 す ると、利 用局面が一挙に拡大す

る。

(2)初 期の検索条件入 力

・初期検索条件入 力に よ り、RIDBセ ンターヘ アクセス し、一画面当た り、1.5MBの

画像 ・音声説 明 ・文字 デ ータを取得。(一 音声説 明は、利用 効果を一挙に増加 さ

せ る)

一 通信時 間のみで、

(粗精細 の一 画面デ ータ=1.5Mバ イ ト)÷64Kビ ッ ト=約190秒

INSネ ッ ト1500な ら、約8秒

・検索条件に合致す るもの の画像 を、CRTで 見なが ら、音声説 明を受け る。

必要な ら、 カラープ リンターで出力。

カラーCRT精 細 度 の レベル ニ2000×2000ピ ク セル⇒ しっと りした感 じの、かな りの高精細画像

カラープ リンターの精細度 の レベル=300～480DPIの レベ ル(A4-一 枚 が、30～60秒)
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(3)高 精 細画像 が必要 な ら、 その画像を持つ 『分散型 イメージデータベース』ヘ ア クセス

す る。

nv-1/20圧 縮 の高精細 ⇒(高 精細 の一 画面デ ータ=5Mバ イ ト)÷64Kビ ッ ト

=約625秒=約11分

INSネ ッ ト1500な ら、約27秒 で、かな りr実 用速度』に近付 く。

(4)過 去 の検索分 の光 デ ィス クフ ァイルへの蓄積

・高頻度 で、出力要求が ある と思われ るものは、手元の光 フ ァイル に蓄積 してお く。

本 アプ リケーシ ョン実現 にあた って必要な機器等

ハ ー ドウ エア

・ワー クス テ ー シ ョン/パ ソ コン

・光 デ ィス ク装 置 等 大 容 量 記 憶 媒 体

・イ メ ー ジ ス キ ャナ等 画 像 入 力 装 置

・カ ラ ビデ オ プ リンタ ー

・高 精 細 デ ィス プ レイ

(・ カ ー ド読 取 機)

ソ フ トウ ェア

・リモ ー ト ・イ メ ー ジデ ー タベ ース対 応 ソフ ト
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3.2.2ア プ リケー シ ョン例2(記 事 情 報受 信 し社 内へ再 配 信)

システ ムの概要

新聞記 事情報 は、一般 の企業 において広 く利 用 されてい る。 利用 の方法 としては、多忙 な

中堅幹 部以上の管理者 に対 し、情報担 当者 、資料 室が関係記事を切 り抜 き ・整理見易 くして、

閲覧 ・配布す る、あるいは特定 のキー ワー ドに よるデ ータベ ース検索 に よ り行われ ている。

これには相当の人手 と時間が掛か ってい る。 しか もかな り限定 した紙 面 しか対象 とす ること

ができな い。

現在、 この問題を解 決す るための手段 として、 データベ ース ・サ ービス会社 に よ りキー ワ

ー ドに よる記事 の自動選択、FAXに よるサ ー ビスが行われて いる。 これに よって記事の選

別 ・読む時間 の短縮 が可能にな ると言え るが、そ のほか の作業 、切 り抜 き ・編集 ・コピー ・

配布な どは改善 されない。人手に よる作業 には限界 があ り、機械化 された受信 ・蓄積 ・編 集

作業 ・同報通信 な どの システムが必要 とな りつつ ある。

新 聞情報 の記事 データ、記事原文をデ ータフ ァイル ・イ メージフ ァイル装置 に蓄積 し、見

出しや キー ワー ドを関連付け、検索 とイメージ転送 を可能 に し、利用者 のニーズにあ った新

聞記事 を、「必要 な時必要 な場所で」見 られ る よ うにす ることが望まれ る。

そ こで、企業 内に又 は商用 データベース会社 に新聞情 報をサー ビスす る新 聞記事情報 セン

ター及び検索サー ビスセ ンターを設置 し、ISDN網 に よ り国内外 の新聞情報を収集 し、記事の

切 出し ・見出 し作成 ・キ ーワー ド付 け、記 事原文 の蓄積を行 う。企業 内の各個 人はISDN網

を介 して新聞記事情報 セ ンター又は検索 サー ビスセ ンターにおいて検 索を行 い新聞記事原文

を受信 し、加工 ・編 集を行 う。

記事原文を中間的に社 内のイ メー ジファイル装置に蓄積す るこ とに よって、 同 じ記 事に関

心を持つ グル ープ各人へ の同報配信 、並行 した編集 が可能 となろ うことも有効 である。
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仕様 と条件(実現にあたっての基本的事項)

サー ビス機能

・記事検索

タイ トル又は フ リーキー ワー ド、 あいまいな検索、要 約の提 示

・記事原文 の表示、 印刷

イメージ

・検索記事原文の編集、 レイアウ ト

自動編集、 レイア ウ ト

・サー ビスセンターの設置

情報 センターの選択、検索 コマン ドの変換、知的検索機能提供

・検索 サーバの設置

加入者別 の専用検索パ ターン、重複検索時 の受信済データ提供

ネ ッ トワーク規模

・全国、全世界

G3、G4方 式(FAX)を 併用

通信 量、品質

・高精細 画像

G4FAX、 不可 能な設備 に対 してはG3に 変換

・企業 配信

記事件数500～2,000件(イ メージA5版40Kバ イ ト/件、要約200バ イ ト/件)

・セ ンター蓄積

記事件数10,000件(40紙 、平均250件/1紙)

記述要件

・イ メージデータ交 換プ ロ トコル の標準化

・記事 、キー ワー ドの切 出 し

・記事情報 のデータベース化手法

・知的所有権、価格 ・請求方式
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システ ム構成図
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高 速 性

・任意の加入者へ速報が可能

経 済 性

・任意の加入者が電話 と同一料金で高速通信可能

広域性 ・公衆性

・任意の加入者と高品質のデータ通信が可能

・検索サービスセンター設置、複数情報センターとの通信

高精細画像

・G4FAXが 利用可能

必要な製品、サ ービス等

フ ァクシ ミリ蓄積交 換装置

・記事の受信 と蓄積 、個別 及び同報配信、宛先管理

・G4/G3方 式

検索支援装置(検 索 サ ービス センター)

・記事デ ータ(コ ー ド)受 信 と蓄積

・記事検索 と送信

・記事原文の配信指示

・RDB検 索

記事登録

・画面に よ り記事読取 り ・切 出 し

・記事デ ータ ・検索 デ ータ登録

検索サ ーバ

・LAN経 由検索端 末 との通信、記事情報セ ンター ・検索サ ー ビスセ ンター との通信

・検索 コマン ドの生成、検索パ ターンの登録

・検索実績登録、検索管理

・FAX宛 先管理、 フ ァクシ ミリ蓄積交換装置へ の通知

通信制御装置

・回線1/F・ プ ロ トコル変換

・複数の新聞記事情報 センター との通信方式変 換

検索端末

・FAX(G3/G4)-e`PCPCに よる記事検索、FAXに よる記 事原文 受信

・EWSイ メージ表示、記事編集
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7.デ ー タベ ース知 的 検 索 シス テ ム

・AIワ ー クス テ ー シ ョン+ソ フ ト+知 的DB

・セ ン ター の選 択 、 パ ス ス ル ー通 信

・あい ま い検 索 、 検 索 コマ ン ドの生成 ・変 換

アプ リケーシ ョン実現 のた めの技術 的機能要件の検討

Nα 技術的機能要件 現在の技術で対応可能な範囲 .
開発すべき技術要素と代替案
(開)(代)

1 新聞社から紙面配信 購読またはFAX受 信 (開)新 聞製作 システムから標準化方式

新聞発行地か ら遠隔登録。 で記事を直接受信。

2 自動記事切抜きと要 無 し。 (開)新 聞製作 システムから紙面組立前

約、キー ワー ド付加 の記事、見出しを直接受信。
一.

(開)漢字認識、文字解読処理。

(代)デ ィスプ レイ 目視 に よる切抜 きエ

リア指示 と要約 、キー ワー ド手 入

力。

3 マ ルチ メデ ィアデ ー コー ドデータ とイ メージデータを別処 (開)マ ルチメデ ィア通信 、処理、 デー

タ ベ ー ス 理 。 タベースの標 準化。

ア プ リ ケ ー シ ョ ン で 総 合 。 (代)フ ァ クシ ミリ蓄積交換装置 とオフ

登録はFAX+PC。 イ ス コ ン ピ ュ ー タ の 併 用 。

4 記事検索(タ イ トル RDBプ ロセ ッサ 、AIワ ー ク ス テ ー シ (開)用 途 別 アプ リケーシ ョンソフ ト

又 は フ リ ー キ ー ワ ー ヨ ン 、F/Wあ り、 フ リ ー ま た は 、 あ い

ド、あいまい検索) まいの度合いが問題。

5 配信用紙面自動編集 ある程度の余白を許せば可。 (開)イ メ ージデータ上 の漢字認識、文

但し企業内再編集を考えると企業受信 書解読処理。

時点では、未編集が好都合。 (代)デ ィスプ レイ 目視 に よる段、行修

正と組立指示。

6 社内検索サーバ(自 ワ ー ク ス テ ー シ ョ ン、 オ フ ィス プ ロ セ (開)ア プ リ ケ ー シ ョ ン ソ フ ト。

社専用検索手法に対 ッサ等で対応可。

応) 一 ←

7 社内への配信 ファクシ ミリ蓄積交換装置を利用。 (開)社 内検索サ ーバ(コ ー ドデ ータ)

G4/G3方 式変換機能有 り。 とファクシミリ蓄積交換装置(イ

メージデ ータ)協 調運用のための

ア プ リ ケ ー シ ョ ン ソ フ ト。

8 検索端末 PC(検 索 とコー ドデータ対応)と (開)マ ルチ メデ ィア 統合端末

FAX(イ メー ジデ ータ受 信)の 組合せ。 検 索 、 表 示 、 ハ ー ドコ ピ ー

G3用 表示機能付きFAX有 り。 (代)PC用G4FAXア ダ プタ開発。

イ メ ー ジ フ ァ イ ル 、 ハ ー ドコ ピ ー

に使用可。
F

`
ρ
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(1)知 的所有権

・記事情報の企業内使用権、合理的価格体系 ・請求方式

新聞情報 セ ンター

・中央 紙、地 方紙を網羅

・新 聞社か ら紙面受取 、企業への配信

(3)記 事登録

・新 聞製作 シス テムか ら標準方式で受信

・FAX受 信か らの記事登録 システム

・自動記事切 り抜 き とキー ワー ド生成

(4)検 索サ ー ビスセ ンター

・サ ー ビスセンターの設置

・知的検索支援 システ ム

マル チ メ デ ィア デ ー タベ ー ス

・マル チ メ デ ィア通 信 、処 理 、 データベ ースの標準化

検索 サーバ、社 内へ の配信

・検索 サーバ アプ リケーシ ョンソフ ト

・フ ァクシ ミリ蓄積 交換装置 との運用 ソフ ト

(7)記 事検索

・AI検 索 ソフ ト

・分野別検索 ソフ ト
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3.2.3・一 アプ リケーシ ョン例3(セ ー ルス マ ンの商 品紹 介 シス テム)

システムの概要

1.利 用 の局 面

(1)ユ ー ザ ー側

(2)販 売 店 側

・即 時性 の要求 され るもの

・リア リテ ィーを要求 され るもの

・組 合せを要求 され るもの

・全 商品の カタ ログをス トックす る事 が難 しい為

・商品の紹 介がで きない事 に よる販売機会損 失の解 消

・新 商品に対す るタイム リニな情報収集'

・取 扱い メーカー外 の情報収集

2.サ ー ビス形態

(1)セ ンター集中型

(セ ンター側)大 量 の画像 デ ータの入力及び編集、加工 を行 い、一 元管理 された画像

DBを 構 築す る。

(端 末 側)ISDNを 利用 してセンター側 の画像DBを 検 索 し、必要 に応 じデータ取

込み、編集 、、P.4P、 プ リン トア ウ トす る。

(2)分 散 型

(セ ンター側)分 散 されたDBへ の アクセスの煩雑 さを防 ぐ為、 スイ ッチ ングを行 う。

又、 メデ ィア変換 も行 う。

(DB側)メ ーカー毎 の商品画像DBを 各 々が構築す る。

(端 末 側)セ ンター集 中型 の端 末 と同様。
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サ ービス機能

・カラー画像 に よるカタ ログ情報の収集(卸 ・小売店か ら、各 メー カーの カタ ログ画像

DBを 検索、 プ リン トア ウ ト)

・共同 センターの設置(分 散DBの アクセ ス先をスイ ッチ ング)

・再編集、二次加工可能なDBを 検索端末へ提供 する。

ネ ッ トワーク規模

・公衆電話網 と同等。

通 信 量 ・品質

・高精 細 カ ラ ー画 像(表 示1200×900ド ッ ト 印刷;A3版16本/mm)

・通 信 トラフ ィ ッ ク120件/hr/セ ン タ(イ メー ジ50%、 ベ ク トル 、 コー ド混 合 画 像 と し

1件 は 、A3版2ペ ーパ 、原 デ ー タ130Mバ イ トとす る。)

・セ ン タ蓄 積 容 量1,000件/セ ン タ(13Gバ イ ト～ イ メ ー ジ1/10に 圧 縮)

記述要件

・自然 画対応 デー タベースシステム(符 号化、圧縮、 データベースの構築)

・リモー ト検索(キ ー ワー ド方式、 あい まい検索、画像 デ一夕イ ソデ ヅクス検索)

・画像伝送、検索条 件の規格統一

・検索結果 の再編 集二次加工

・セ ンター側 及び端 末側設備 のハー ドウ エア
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システ ム構成図1(セ ンター集中型)
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システム構成 図2(分 散型)
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システム構成図3(当 面 モノク ロの場合)
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システム構成 図4(自 然 画の場合)
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アプ リケーシ ョン実現 のた めの技術的機能要 件の検 討

Nα 技術的機能要件 現在の技術で対応可能な範囲 開発すべき技術要素と代替案
(開)(代)

1 画像の登録 ①すべ てイメージデ ータとして登録。 (開)B-ISDN

A3版 、16画 素/mm、 圧 縮率1/10 (開)高 速通信対応 ワー クステ ーシ ョン

としてデータ量12.8Mバ イ ト/枚 。 (代)ベ ク トル、 コー ドデー タを主体 と

(ISDN通 信路を考えるとデータ重過 し、イメージを最小 限に した。

大。検索後の編集が困難) 画像 の作成 → ミニCADソ フ ト

利用。

②CADを 利用 して登録。 (開)マ ル チメデ ィアデー タベ ースの標

A3版 、 イ メージデータ面積比1/40、 準 化。

12画 素/mm、 圧 縮率0と してデ ータ (代)共 通 ドキュメン トフ ァイル フ ォー

量1.8Mバ イ ト/枚 。 マ ッ トCDFFの 利 用。

ベ ク トル 、 コ ー ドデ ー タ を 加 え 、A (開)イ メ ー ジ 、 ベ ク トル 、 コ ー ドデ ー

3版1枚2Mバ イ ト程度。 タ混合画像の圧縮方式、手順の標

準化。

2 画 像フ ァイル 光デ ィス ク3.2Gバ イ ト/枚

164Gバ イ ト/台

3 イ メ ー ジ ス キ ャ ナ 600DPI、 読 取約6分/A4 (開)高速化

(24画 素/mm)

4 静止画圧縮/伸長 1/10程度までは劣化が認められないで (開)標 準化。JPEGVDIな ど

可能。 (代)圧 縮 しない。イ メー ジデ ータを最

小限にす る。

5 ISDN通 信 ボー ド 基本イ ンタフェース (開)1次 群 インタフ ェース

4分/A3版1枚

6 リモ ー ト検 索 AIワ ー クステーシ ョンを共 同利用 セ (開)ア プ リケ ー シ ョ ン ソ フ トウ ェ ア 、

ンターに設置。各種検索方式に対応。 特にあいまい検索に関 して。

7 検索端末 EWSま たはPCを 利用 (開)CDFF適 用

8 デ ィス プ レイ ll20×750画 素 程度(PC) (代)精細部分は拡大表示。

1300×100画 素程度(EWS)

9 カ ラ ー プ リ ン タ 12画素/mm、 印刷時間1分/A3版

10 検索結果の再編集と ミニCADソ フ トを利用

二次加工
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高 速 性

経 済 性

広域、公衆性

大 容量 の静止画伝送 が可能。

任 意の加入者 と電話 と同一料金 で高速通信が可能。

任 意の加入者 と高品質 なデータ通信 が可能。

共 同セ ンターの設置で、複数 の情報 センターか ら安易な データ収集 が

可 能。

通 信規格及びデ ータフォーマ ッ トと符号化方式の統一に よ り異機種 間

通 信が可能。

本 アプ リケーシ ョン実現 にあた って必要 な機器 等

使用す る機器 の例 と機 能を以下に示す。

1.登 録端末(EWS十 イ メージ リーダ十 ミニCADソ フ ト)

イメージ、 ベク トル 、 コー ドデ ータを組 み合せ たカタ ログ画像の作 成、登録。

画像 フ ァイル(EWS+光 デ ィス ク)

検索支援装置か らの指示に よる画像デ ータの読 出 し、書込み。

検索端末複数機種 に対応 す るためCommonDocumentFileFormatと す る。

検索支援装置(RDBプ ロセ ッサ付 きオ フィス コンピュータ)

カタ ログ要約蓄積、 カタログ検 索 と要約送信、カタ ログ原図の配信先指示。

データベース知的検 索 システ ム(AIワ ー クステーシ ョン)

あいまい検索、情報 セ ンターの選択。

LAN(Ethernet等 、ISDNゲ ー トウ ェイ)

情報 センターに設置 した各機種能 別EWSの 結合。

検索端末(EWSま たはPC+カ ラープ リンタ+ミ ニCADソ フ ト)

カタ ログ検索 と要約 受信 、 カタログ原 図の受信、検索結 果の再編 集 と二次加工及び プ リ

ン トアウ ト。
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実現に当たって必要な条件

端 末 機 ・安価で且つ検索 が容 易に行え るもの。

(ISDNボ ー ド、EWS、 カラ・-G4FAX等)

画像 フ ァイ リング装置

・大容量で書換 え可能 であ ること。

・検索条件が簡 単に付加で きること。

通 信 ・画像圧縮 に よる高速 化。

情 報 ・ハ ー ド、 ネ ッ トワークの コス トに見 合 う価 値の ある情報 であることが

必要。
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3.2.4ア プ リケー シ ョン例4(遠 隔 シ ステム開発)

システ ム開発におけ る調査分析部門、 システ ム設計部門、 プ ログラム作成部門相互間の意

思疎通を密に し、効率 よくシステム開発を行 うための環境を提供す る。

2部 門間 でシステム資料 を同時に見つつ、互いの声 及び資料 の どの点 を論 じているか を示

す ポイ ンタに よって相互 の コ ミュニケーシ ョンをはか る遠隔会議 システ ムである。

仕様 と条件(実 現にあたっての基本的事項)

ドキ ュメン トの標 準化

・シス テム開発の技法が ある程 度標準化 され ていること。

ドキ ュメン トの蓄積

・調査 ・分析 書、 システム設計書 な どの システ ム開発にかかわ る ドキ ュメン ト類 を読み

と り、 フ ァイルに蓄積す るこ と。

画面表示

・高精密 なデ ィスプ レイに ドキ ュメ ン ト類を検索 し、 出力す る こと。

・一方 の端末 で指定 した ドキ ュメン トの画面を他方の端末へ も表示す ること。

・一方 の端末 で指定 したポイ ンタの位置を他方 の端末へ も表示す ること。

音 　

・音声通話 が行 え ること(顔 の映像 は無 くてもよい)。

回 線

・開発 用 コンピュータ と開発用端末の回線 は利用状況に よ り専用線かISDNと す る。但

しISDNの 場合 はセキ ュ リテ ィに配慮す ること。

メモの蓄積、検索

・打合わせた事項を入力蓄積 し、検索で きること。
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ISDN利 用 の メ リ ッ ト

1.高 速 性

:iBチ 予ネル回線交換利用に よる高速(64Kb
ps)で ビッ トイメージ情報、圧 縮画{象、デ

ータフ ァイル情報 の転送

2.経 済 性

・通信費 が従量制で あることの メ リッ ト

3.公 衆 性

・標準化すれば接続相手先 を拡 大 し易い

・拠点の地域分布に左右 されない(広 域性)

4.そ の他付加価値

・情報属性に応 じパケ ット交換 か回線交 換を使 い分け ることが比較的容易(音 声情報
、

データ情報 、映像情報 を混在 して統 合利用 で きる)

・相手番号確認 が容 易である ことか らセキ ュ リテ ィの確保 が し易 く
、専用線意識 で利用

で きる。(不 審者 とは通信拒否す ることで ウィルス侵入 の防止等)
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システム構成 図(ISDN利 用後)
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アプ リケー シ ョン実 現のための技術的機能要 件の検討

Nα 技術的機能要件 現在の技術で対応可能な範囲 開発すべき技術要素と代替案

1 イ メー ジデ ータの蓄 ・追記型光ディスク媒体の利用 ・大容量化、書換え可能化

積 ・検索 (3.6GB/媒 体 、A4文 書3.6万 枚) ・光磁気デ ィスク媒体の利用

・スキ ャナは240～400DPIが 汎 用的 (600MB/5"媒 体)

・イメージ/EDP系 のCRT共 同 可能

・ドキ ュメ ン ト名 に よる検索可 ● 一

2 検索データを相手側 ・ドキ ュメ ン トフ ァイル と して転送 ● 一

にも表示

3 CRT画 面の相互/ ・EWSベ ー スで対応 可 ● 一

双 方向 ポイ ンテ ィン ・ページめ く りに も追尾 可

グ (N社 製 品例P.109参 照)

4 A4フ ルサイズ表示 ・1 ,024×808の カ ラ ー ビ ッ トマ ッ プ で ・ドキ ュメン ト表示用で あれ ば特別の

あれば比較的廉価 開発要素なし
・ドキ ュメ ン ト自体 のサイズ はA3程 (一般論として薄型、軽量化は要)

度迄

(表 示 はス ク ロール で対応)

5 データ圧縮技術 .イ メージ情報:CCITT勧 告 採用 ・更に高圧縮が望まれる

1/8～1/100程 度

・プログラムの圧縮 も論理的には可能 ● 一

だか効果は疑問

(パ ソ コン用MS-DOS等 に はあ る)

6 既 存 ドキュメン トの ・マルチフ ォン ト活字 とすれ ば最大60 ・ソース情報 と して電子 メデ ィアでの

文字認識入力 70文字/秒(99%以 上) 入力が好ましい

(OCR/ス キ ャナ) ・読取 り精度の向上

(読 取 りエ ラ ー10-"以 下)

7 (複合機能WS) ・コ ミュニ ケー シ ョン端末 と開発 用端 (・必要度合は?)

末の共用は困難

8 打合せ確認事項の記 ・追加/変更部分をマーキング指示 ・議事録/改 版履歴の自動作成

録手段 (網掛け、色付け等)
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1.利 用可能分野

① システム開発

② 在宅教育

③ 一般的設計打合わせ業務 他

経済的効果

① 地方のインフラス トラクチャの活用

② 巨大都市部への人口集中の防止

③ 過度の人間移動による社会ロスの削減

本 ア プ リケーシ ョン実現 にあた っての必要 な機器

使用 す る機器の例 を以下 に示す。(構 …成 は参考5P.109参 照)

基本 処理装置(ス ーパー ワー クステーシ ョン)

遠 隔地 システ ム開発 支援用分散在席会議 システムの制御用

イ メージスキ ャナ

ドキ ュメン ト入力用

タブ レッ ト

手書 きイ メージでや りと りす るための付加機構

ウ ス

討論 時に問題箇所 を具体 的に指摘 す る、及 びユーザ ー操作 イ ンタ フェースのための機構

ビデオ カメラ

対応 相手の顔や動作 な ど映像情報 を撮 るためのカメラ

ボイス ポイ ン ト

双方 の対地 で複数人数 の同時在席 す るため音声会議用送受器

(エ コーキ ャンセラ付 きス ピーカ&マ イ クロホン)
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システムにおけ る問題 点の抽出

経 済 性

書画伝送 システ ム(テ レビ会議 の構成要素)に おいて、送 り手が ドキ ュメン トの必要部

分 を示 しつつ会話 を行 えば 目的が達成 されるので、イ メージデ ータの蓄積、検索、 ポイ ン

タ機能 の コス トが問題 とな る。

効 果

音声 と静止画、 ポイ ンタの組み合わせで どこまで従来の方法(電 話、FAX、 会議等)

に比 して効果が上 がるのか。
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〔参考5〕 製品例 マルチ メデ ィア遠隔多者間在席会議 システム

現 在 、遠 隔 地 間の コ ミュニ ケー シ ョンには、主 に電 話 とフ ァクシ ミリが利 用 され て い る。 し

か し、 いずれ も意 志 を十 分 に伝 え きれ ないの が現 状 です。 この 問題 を解決 す るた めに誕 生 した

のが、 マル チ メデ ィア遠 隔 多著 聞在席 会 議 システ ム。地理 的に離 れ た場所 に い る複 数 の人た ち

が、 ワー クス テ ーシ ョンを利 用 し、 そ れぞれ の席 に着 いた まま多 彩 に コ ミュニケー シ ョンで き

る よ うに な った。'しか も、文 字 ・図形 ・イ メ ージ ・手書 きな どを含 む マル チ メデ ィア文 書 と、

さらに動画 、音 声 な ど、 さまざ まな情報 が扱 え るため、 コ ミュニケ ーシ ョンの質 も飛躍 的 に向

上。 効果 的 な会議 や打 ち 合せ を、手 軽 に効率 よ く実現す る システ ムで あ る。

WS
WMX,X-window)

00gooo

マ ウス

キ ー ボ ー ド

■主 な特徴

①ISDNや 高 速 デ ィジ タル網 、衛 星 な どを用 いた 高速通信 に よ り、 広域 に 分 散 した 多者 間 の

リアル タイ ム会議 を 支援 す る。

② 文 字 、図形 、 イ メ ー ジ、 グラフ、 手書 き(文 字 、 図形)、 音 声、 動 画を 同時 に扱 え るため、

会議 の効 果 が 向上 す る。

③ マル チ ウイ ン ドウに よる親 しみや す い利 用者 イ ンタフ ェース を提供 してい る。

④ 画面 を操作 す るた め の権利 を柔 軟 かつ 円滑 に移行す る制御機 能 を もってい る。

⑤ 汎用 ワー クステ ー シ ョンで実 現 で きるの で、 システ ムが低 コス トで構 築で きる。
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3.2.5ア プ リケー シ ョン例5(パ ソ コ ン通信 に よ るソフ トウ ェア流 通 セ ンター)

現在、パ ソコン通信NETで 提供 されてい るソフ トウェアの種類 として、PDS(Public

DomainSoftware著 作 権無 し)、 フ リー ウェア(使 用 は無料だが 、著作権 あ り)、及び シ ェア

ウェア(使 用者が気に入れば、製作者 が提示す る金額 を支払 う)が あ る。

それ らの ソフ トウ ェアを入手す るための各種NETに は、大手 メー カー系の大規模 なもの

か ら、 ソフ トハ ウス、 も しくは個人 がホス トとな っている ものまで様 々であ る。

従 って、使用者が好み の ソフ トウェアを手 に入れ るためには、様 々なNETに ア クセス し

なければな らず、かつ転送速度 が主 に300～2,400bps程 度 であ り、 ダウン ロー ドに非 常に時

間がかかる とい う不便 さがある。

そ こで、ISDN上 に メールシステ ム的なセ ンターを置 き、ISDN網 で アクセスで きる切 り口

をつ くる。

ソフ トウェア制作者 は、ISDNを 介 して ソフ トウェアを提供 し、メンバ ーである使用者に対

して も同 じくISDNを 介 して、 ソフ トウェアをダ ウンロー ドで きる環境 を作 ってお く。

また、制作者がISND対 応 のパ ソコン、EWS用 アプ リケーシ ョンを開発 し、テス トす る際

に必要な コンフ ォーマ ンテス ト機能 も用意す る。

これ に より、制作 者か らの ソフ トウェア提供 をスムーズにさせ 、また使用者側 では上記の

不便 さを解消 させ る。

このシステムは、これ 自体 が際だ って マル チメデ ィア化 して いるとか、ISDNで なけ ればで

きない といった もの ではないが、ISDN網 の特性 に よるス ムーズなパ ソコン通 信の提供 が可

能であ り、また制作者 のISDN対 応 のPC、EWSア プ リケー シ ョン開発を促進 され るといっ

た二次的な効果 も期待 で きる。

システ ムの仕様 と条件

サ ービス機能(● 必須 、Oオ プシ ョンにて可)

●ソフ トウェア登録(機 能別/制 作者別等)

●ソフ トウェア品 目検索(機 能別/制 作者別等)

●ソフ トウェアダウン ロー ド

● ドキ ュメン ト転送(配 送)

●掲 示 板

oソ フ トウ ェア制作者別 メールBox

oド キ ュメン トカスタマイズ(テ キス ト・イ メージ、PC機 種対応)

Oコ ンフ ォーマ ンステス ト機 能提供

対 象 とす る流 通 ソ フ トウ ェア の 種 別

・パ ソ コ ン用(PC98、MAC、 … …etc.)

・EWS用(Sun、NEWS、 … …etc.)
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・ネ ッ トワー ク対 応(LAN 、WAN)ア プ リケ ー シ ョ ン

3.技 術 的 条 件

・PC－ セ ン タ ー 間 プ ロ トコル の標 準 化

・標 準API実 現 の可 能 性

・PCのISDN通 信 ボ ー ド装 備(1 .イ ン タ フ ェース装 備)

システム構成
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技術的機能要件の検討内容

Nα 技術的機能要件 現在の技術で対応可能な範囲 開発すべき技術要素と代替案

1 提供 ソフ トの リモー ISDN化 に関 し特に技術的問題点なし。 OS毎 の管理等ぜセンター運用のため

.ト登 録 (プ ロ グラムファイルはEDPデ ー タで のカスタマイズ機能

あ り、一般 のDBへ のFILE登 録 と同

じ。)

2 既 登 録 ソフ トの リモ タイ トル検索

一 ト検索 ・機 能 別(WP、DTP、 通 信 、etc.)

・搭載OS別(DOS、OS/2、etc.)

・制作者別

など

3 既登録ソフ トの更新 吹上げ ・再登録のアクセス権管理

4 既登録ソフ トの転送 特に技術的問題点無 し。

受け

5 ドキ ュ メ ソ トカ ス タ 特に技術的問題点無 し。

マイズ ・どの よ うな ドキ ュメン ト形式を利用

するかだけめ問題

>ODA/ODIF

>MOTIS

〉 テ レ マ テ ィ ー ク タ ー ミナ ル/

ミ ッ ク ス モ ー ド

>G3/G4FAX

(MH、MR、MMR)

〉市 販 ワープ ロ、DTP文 書形 式

な どのフ ォーマ ヅトをセ ンター側で

用意 し、利用者が選択する方法が良

い。

6 ドキ ュメン ト登録 同 上

7 ドキ ュメン ト転送受

け

同 上

8 コ ン フ ォ ー マ ン テ ス ISDN対 応の通信ソフ ト開発用にのみ シュ ミレ一夕、アナ ライザの設備化

ト機能 必要であ り、制作者はセ ンターに ソフ

トを持ち込んで テス トす る。

9 PC－ セ ン タ ー 間 の 技術的問題はないが、標準化に当たっ

プ ロ トコル標準化 て コン ソシアム等 の設立が必要。

10 PC側 標準化APIの 同 上

規格化
'

11 PC乃SDN通 信 ボー 特に技術的問題点無 し。

ド(1.イ ン タ フ ェ ー

ス)

(既に商品化済み。後述参照)
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ISDN利 用 の メ リ ッ ト

1.高 速 性

2.経 済 性

3.公 衆 性

4.信 頼 性

プ ロ グ ラ ム(ド キ ュ メ ン ト類)の ダ ウ ン ロー ド時 間 の短 縮

・Bch回 線 交 換 方式(64Kbps)の 利 用

640KByteフ ァ イ ル ロー ド時 間(伝 送 効 率:0.5)=640/(64*0.5/8)

=160秒(3分 弱)

ISDNパ ケ ッ ト通信の利用 による

・通信 コス トの削減(DDX-Pよ りも加入料 金が安 い)

・センター通信設備の軽減化(パ ケット多重の採用に よる通信ポー ト削減)

ISDNパ ケ ッ ト通信の利用に よ り、任意 の端末 と通信可能

・異速度通信 の実現

・異 プ ロ トコル端末(非 同期等)と の通信の実現

(PAD機 能 はISDN網 内で処理)

高通 信品質

・ダ ウン ロー ド中の回線障害 に よる トランザ クシ ョン中断/浮 遊 がほと

ん どない

5.そ の他付加価値/メ リッ ト

・情報 属性 に応 じパ ケ ット交換/回 線交換を使い分けることが比較的容易

・相手番 号確認が容易であるか ら、セキ ュ リテ ィ確保 し易い。

(不審 者 とは通信拒否す ることで ウィルス進 入の防止等)

・通信 中着信 に よるデ ィスターブ/異 属性端末 との誤接続が ない。

・電話(音 声)と パ ソコン用 と2加 入契約 を配慮す ると相対的に安 くつ く。

・ISDN対 応通信 ソフ ト開発 の促進。
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本 アプ リケーシ ョン実現 にあた って必要 な機器等

(PC用ISDN通 信 ボ ー ド)

PC9801シ リーズ の 場 合

・NEC純 正 ボー ド9 .6Kbps以 下PC-9801-581SDN通 信 アダ プ タ

64Kbps上 記 加 え 、

PC-9801-59高 速 回 線 アダ プ タ

・日本 ボ ー ドコン ピ ュー タPB98201SDNイ ン タ フ ェー ス ボ ー ド

(MAX.64Kbpsま で)

これ ら以外 に

・エ ル ミ ックシ ス テ ム製(MAX .64Kbpsま で)

・ア ン リツ製(同 上)

な どが あ る。

2.NEWS(EWS)の 場 合

・SONY(NEWS-OS)純 正 ボ ー ドNWB-2361SDN/X .25イ ン タ フ ェー ス ボ ー ド

その他問題点等

技術的 問題点 よ りも経済 性や運 用 に絡む 問題点 が多い。

・セ ンターの運営方法 を ど う考え るか。 ユ ーザ ーが期待す るよ うな コス ト負担(利 用料金)

では、 セ ンター設備 を構 築 し、運営 で きる利潤 を生み 出すの は不可能 に近 い。

つま り、商用ベースの ビジネ スとす るための工夫 が最大 の問題点

・PDSは 良い としても、知 的財産 権の保護について配慮 し、体制 作 りす る必要があ る。

・掲示板 につ いては、良俗 、 モラル 確保 の問題点 を避け て通れ ない。対策 が必要 だが、現在

の ところ良案無 し。
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3.2.6 アプ リケー シ ョン例6(マ ル チ メデ ィア消費者 サ ポー ト情報セ ンター シ ステ ム)

現在 、各 メーカーで 自社製品 の利用 ユーザーに対 す る数 々のサポー トを行 って いる。特 に

OA機 器 や、 コンピ ュー タ、パ ソコンな どの製 品を販売 しているメーカーに とって、 ユーザ

ーか らの問い合 わせ、要望、 ク レー ムな どを迅速 に処理 し、 これ らの市場の要 望を的確に把

握 し、 ニーズにあ った製品の開発を行 うための情報 システムが早急 に必要 である。

そ こで、全国 の拠点 に消費者に対 するサポー トセンターを設 け、 これ らのセ ンター間でユ

ーザ ーか らの問 い合わ せに迅速 に答 え られ る
、マルチ メデ ィア ・デー タベースネ ッ トワー ク

システ ムを構 築す る。

現在 、試験 的に稼 働 しているシス テムとしては、東京 セ ンターにおけ るFAXサ ー ビスシ

ステムお よび、各地 の拠点 と東京セ ンターをISDNで 結んだ りモー トデ ータベ ース検索 シス

テ ムな どがある。各地 のサ ポー トセ ンターにおいては、ISDNパ ケ ッ ト通信に よって、各種の

製品に対す る問 い合わ せの回答 が端末か ら検索で きるとともに、ユーザ ーか らの問い合わせ

を分類 し、セ ンターに登録す ることができる。

開発 関係か らは、 これ らのデータを統計、集計す ることに よって、 ユーザ ーの ニーズ等 が

把握 で きる。 また、 システム等の コンサル タン トセ ンター としとも機能す る。

将来 、ISDN網 の普及に伴い、直接ユーザ ー とセ ンターを結んだ システ ムと発 展 させてい

く。サ ポー トす るサ ー ビスの内容 と しては、商 品の技術情報、仕様情報 、Q&A情 報、 ソフ

トのバ ージ ョン情報 、顧 客情報 の他 に、電子雑誌的な情報 も扱い、写真、 グラフ ィ ック、デ

ザ イン、 イメージデー タな どのマルチメデ ィア情報 もサー ビスす る ことを考 える。
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仕様 と条件(実現にあたっての基本的事項)

サ ービス機能(今 後 の ものを含む)

・機種別、製品別Q&Aデ ータベ ース検索

・マニ ュアル、操 作説 明書、提 案書、企画書の表示、印刷

・各種資料のFAX送 信 サー ビス

・問い合わせ顧客デ ータの登録 、検索、集計、統計

・各端末間での電子 メール、 フ ァイル転送

・問い合わせ電話の転送

・各端 末へ の ソフ トの ダウン ロー ド

・音声 合成 に よる 自動応答

・システ ムの コンサル タン ト、画像 ・写 真 ・ソフ トのデザイ ンセンター

ネ ッ トワーク規 模

・全国各地(全 世界)

要 件

・画像圧縮方式 の標準化(JPEG)

・安価 な端末 、ISDN電 話機 、デ ジタルFAXの 普及

・高精細 デ ィスプ レイの開発(HDTV)

・安価 なISDN対 応PBXの 普及(LAN)
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経 済 性

・音声系 ・データ系 の統合通信 ネ ッ トワーク構築上

・通信 コス ト(回 線系、パ ケ ッ ト系の使 い分 け)

現状 システ ムか らの移行性

・新 たにデータ用回線、音声用 回線を 引 き直 さず に、現状 のシス テムか らス ムーズに移

行 で きる。

高 速 性

・現 状の公衆回線 に比べ て高速 である。

高度 付加サ ービスの活用

・通 話中機 器移動機能 な どに よ り、 よ り高度 なサー ビス形態 が提供 され る。

・相 手先番号登録等 に よ りセキ ェ リテ ィの確保 が容 易。

利用の局面と効果

用 途

・ユーザ ーに対す るメンテナ ンス、サ ポー トの効率化

・製 品に対す る信頼性の 向上

・社 内情報 システムの一元化、効率化

効 果

・顧客 サー ビスの 向上、製品に対す る高付加価値化、差別化

・新規顧客 の開拓、現有顧客の満足度 の向上

・担 当者 間の効率的な コミュニケーシ ョン

・開発者 の現状 の把握

本アプ リケ ーシ ョン実現 に当た って必要 な機器等

ハ ー ドウ エア

・ホ ス トマ シ ン(複 合WSシ ス テ ム)

・ワ ー ク ステ ー シ ョン

・大 容 量 ・高速 ア クセ ス光 磁 気 デ ィス ク、CD-ROM

・高 精 彩 カ ラー デ ィス プ レイ

・画 像 圧 縮/画 像 伸 張 ボ ー ド

・カ ラ ー イ メ ー ジス キ ャナ

・カ ラ ー プ リン タ
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2.ソ フ トウェア

・大容量情報の高速検 索方式

・暖昧検索

・非定型検索

・適切 なア ドバ イスのための音声、イ メージ、テキス トの リアル タイ ム編集機能

・文字領域 とイ メー ジ領域 の 自動区分

・認識率99 .99%ま での文字認識 アル ゴ リズ ム

・登録情報 のタグ付け と、DFRと の関連付け手法

・マル チメデ ィア情報 の登録(ODA 、DFR)

・利用時 自動作成

・OSIに 準拠

アプ リケーシ ョン実現のため の技術的機能要件の検討

Nα 技術的機能要件 現在の技術で対応可能な範囲 開発すべき技術要素と代替案
(開)(代)

1 画像 ファイル 光デ ィス ク:3.2GB/枚 、164GB/台 (開)大 容量 アクセス

2 イ メ ー ジ ス キ ャ ナ 600DPI約6分/A4 (開)高速化

3 カ ラ ー プ リ ン タ A3判 カ ラー12画 素/mm

4 静止画圧縮伸張 30MBで1/8～1/100に 圧 縮す るのに約 (開)標 準化JBEG、DVI

1秒

5 静止画像を取込んだ 既存 デ ータベ ースの組 合せ (開)よ り高度のハ イパ ーメデ ィアシス

DBソ フ ト テ ム

6 デ ィスプ レイ 1120×750画 素 程度(PC) (代)精 細部分は拡大、ス クロール表示

1300×1000画 素 程度(EWS) (開)薄 型軽量 ・高精細ディスプ レイ

7 各種資料の検索 資料名 、著者 名、商品、問合せ項 目、 (開)大 容量情報の高速検索方式、暖昧

Q&Aリ モ ー ト検索 キー ワー ド別 の検 索 検索、非定型検索

8 マ〉レチメデ ィア編集 音声、 イ メー ジ、テキス トの独立 した (開)適 切なア ドバイスをするための音

(マ ル チ メデ ィアタ 処理 声 、 イ メ ー ジ 、 テ キ ス トの リア ル

一 ミナ ル) タイム編集機能

9 スキ ャン情報の自動 人手 (開)文字領域 とイメージ領域の自動区

領域区分 分

10 文字認識 99%の 認識率 (開)99.99%ま で 性能 向上

11 情報のタグ付け SGML (開)登録情報のタグ付け と、DFRと

の関連付け手法

12 MMDB (開)マ ル チメデ ィア情報 の登録

(ODA、DFR)

13 ハ イ パ ー リ ン ク 登録時作成 (開)利用時自動作成

14 端 末 ソフ ト (開)OSIに 準 拠

(ODA、DFRを 含 む)
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システムにおけ る問題点の抽 出

デー タベース規格の業界 の動 向 とシステムの整合性

・通信 プ ロ トコル

・画像 データ規格

・CD-ROM等 の フ ォーマ ッ ト規格

・分散デー タベ ースのメ ンテナ ンス、整合性

複合デー タの取 り扱 いお よび診 断 システ ム

フ ァックス、電子 フ ァイル との インタフェース

デザイ ン等 の著作権
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第4章 総 括 編

4.11SDN利 用へ の 「意 見 ・要望 」

本年度 設 置 の3WGの 各 委員 か ら、ISDN利 用 に あた って の、"通 信 事 業 者 ・メ ー カ ー ・行

政"に 対す る 「意見 ・要 望」を ア ンケー ト調査 し、ISDN利 用 研究 会 にお い て以下 の とお りまた

めた。

(1)通 信事 業 者 に対 す る要 望等

提供に関するもの

①ISDN利 用地域の拡大

② 申込みから開通迄の期間の短縮

③ 従来からの電話番号の引継ぎ

④ 新規サービス仕様 と日程の早期公開

⑤ 海外 とのISDN接 続の加速

⑥ 通話品質(誤 り率 、遅延 時間)に 関す るデー タの公開(特 にパ ケ ッ ト通信)

⑦ ユーザ ーに対す る故 障サポー ト体制 の レベルア ップ(特 に、小規模 ユーザ ーへ)

⑧ISDNの 実用化展望(将 来展望)を 具体的に明示

⑨ISDN導 入の メ リッ ト ・利用面で の便利 さのPR

サ ービス内容

①INSネ ッ ト1500に おけ る回線分割 の細分化(例:128Kb、512Kb、768Kb等)

②ISDN公 衆網で のVPN(仮 想閉域網)機 能サ ー ビスの実 現

③ 大容量サービスの実現

④ISDNを 仕様 した画像伝送 サー ビスの提供(コ ーデ ィックも)

⑤INSネ ッ ト専用線 サ ービスの実現

⑥ パケ ッ ト通信の スル ープ ッ トの向上

⑦ 回線交換に おけ る閉域 サー ビス(CUG)の 実施

⑧ 通信網上で データ通信 のセキ ュ リテ ィ管理 を行 う付加サ ー ビスの早期実現

⑨ ネ ッ トワー クサー ビス としての同時 同報 サー ビスの提供

⑩Bchの 一方を特定端末に優先使用 させ残 り1chを 複数端末で共用/競合使用

料金 ・制度 ・そ の他

① 大容量通信におけ るより一層低廉な料金水準の導入

② 公一専接続(音 声系)の 規制の早期解除
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(2)通 信機 器 メー カーに対す る要 望 等

新製品の開発

①TA(タ ー ミナルアダプ ター)な しでのISDN接 続可能な端末の製 品化

②V.35の 場合 の自動発信 ・自動切断

③ISDN対 応の カラーFAXの 実現 と低価格化

④ 書換え可能な大容量 イ メー ジデ ータファイル

⑤ 多重 化 ター ミナルア ダプター:同 一相手に対 してBチ ャネルを分割使用

⑥DDX→ISDNの 場合、機器の手順 を換 えずISDNを 利 用出来 るコンバ ーター

⑦TAの モジ ュール レベルでの製品化(ボ ー ドレベル等)

⑧ISDNイ ンタフ ェース&画 像圧縮 伸長 ボー ドを持つ、通信TAの 製 品化

⑨ オーバ ーフロー分を計測 してISDN回 線 を利用す るLAN間 接続装置

⑩ 小規 模事業所 向けの メデ ィアを統 合 した安価 の多機 能装置

⑪ 情報 系の制 御機能 を強化 したPBX

⑫ISDN接 続可能なマルチ業務 ・マル チメデ ィア端末の早期市場投入

接続性 ・標準化

① 機器 仕様 の"標 準化を どれ だけ 満足 してい るか"(未 決定 とか未実装、他社 機器 との接

続の可否、次期機器 への展望)な どを明確に して欲 しい。

② 他 メーカーに対す る相互接続性 の確保(V.110で 未規定 の もの)

③PBXに おける共通信号線や音声圧縮 の標準 化

④TAボ ー ドの プロ トコル ・手順 コマ ン ドを統一

⑤ マルチベ ンダー対応 のネ ッ トワー ク監 視 システ ムの実現 のための標 準化 とイ ンタフ ェー

ス仕様 の公 開

⑥ ネ ッ トワーク管理 システムの標 準化 と低廉 化の早期実 現

⑦ 規格 の共通 化(TV会 議等)

価格 ・そ の他

①'G4FAX等 のISDN機 器 の低価格化(普 及には 「戦略 的価格」が必要)

②TAの 多 品種 ・低廉化促進
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(3)行 政に対する要望等

制 度 面

① 音声通信の公一専接続の解放

② 自由な競争

③ 情報流通を促進するための著作権制度整備(権 利者、利用者双方に有益な)

④ISDN導 入に伴 う機器類の減価償却、税金等に関する優遇税制処置

⑤NTT以 外の事業者(新 電電、VAN事 業者)へ のISDN通 信事業の許可

標 準化 ・その他

①

②

③

④

国際標 準化の積極的推進(事 業者側のユーザ ーサポー トの高度化等)

標準化 を進め る際に、機器相互間の接続 の確保

(国際ISDNを 進め るための国際間の調整)

テ レビ電話の標準化の促進

パ ソコン通信に よる 「ソフ トウェア流通 セ ンター」設置の場合の行 政か らの支援が必要
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4.2取 りま とめ と今後 の取 り組 み

(1)平 成2年 度迄 の活動 の経緯

ISDN利 用 研究会 は 、88年8月 に発 足 以来 約3ヵ 年 、各種WGを 中心 に活動 を行 い 、ISDN

導 入期 に おけ るユ ーザ ーの立 場 か らの 問題 点を 取 り上 げ 分析 ・検討 し、一 通 りの整 理 は済 ん

だ と言 え る。

そ の成 果 と しては 、ISDN導 入 のた め の 「ガイ ドブ ック」の作成 と出版 、ア プ リケー シ ョン

及 び活 用 のた めの 「事例研 究(報 告 書)」 の作成 を行 い、 関係機 関(研 究 会 メ ンバ ー企 業 、

OSIユ ーザ ー懇談会 各社 、 メー カー ・通 信事 業者 等)へ 配 付 しISDNの 普 及 ・利 用を 図 った。

また 、 平 成2年 度 の3WGの 報 告 書 に つ い て も、 同様 に 配 付 す る予 定 で あ る。(参 考6

P.125参 照)

[欝ll∵i欝lii雛i灘:劉
(2)今 後 の活動 の考 え方

① 今 まで の活動 を踏 まえ、ISDN普 及期 に入 る平成3年 度 か らは、"導 入 利 用"と い う観

点 か ら一歩 進 んでネ ッ トワー ク(特 に企業 内網)に おけ るISDNの 「高度活 用」 とい った領

域 に踏 み込 んでISDN利 用研 究会 活動 を充 実継 続す る。

②WGで の検 討 テ ーマ

ISDNの 高度活 用 とい った観 点か ら、以下 の様 の テ ーマか ら特 に要 望 の多 い もの に 絞 っ

て検討 を行 う。

・ISDNを 利用 した グ ローバル ネ ッ トワー クの構築

・海 外 のISDN利 用動 向

・広 帯 域ISDN(B-ISDN)へ の期待 と利 用 の局面

・ISDNサ ー ビス の将 来像

・コモ ンキ ャ リヤ提供 付加 サ ー ビスの組 合 せ に よる汎 用 ア プ リケー シ ョンの可能性

・LAN間 接続 におけ るISDNの 有 効 な活 用方 法

・企業 内ISDN構1築 の可能 性 他

③ 活 動 は基本 的に は、現 体制(利 用研 究会 、利 用協 力会 等)を 次年 度 も継 続す る こと とし、

rlSDN高 度活用WG」 とい った 新WGを 設置 し、選 定 され たテ ーマ に基づ き新 メ ンバ ーに

よ り、技 術 ス タデ ィ ・事 例研 究 ・提 言等 を盛 り込 み なが ら活 動を 行 う予定 で あ る。
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〔参考6〕ISDNの 進展 とISDN利 用研究会の活動状況
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ISDNの 進 展

〔INSネ ッ ト64の 開始 〕

・ユーザ ーは試行利用

・導入地域 は大都市 のみ

・開通数 約1 ,200回 線

〔INSネ ヅ ト1500の 開 始〕

・ネ ッ トワークの一部 をISDNに 置

き換 えて利用開始

・導入地域 約200都 市

・開通数 約6 ,600回 線

〔INSネ ッ トサー ビスの本格提供〕

一パ ケ ッ ト交換サ ー ビスの開始 等一

・一部 ユーザ ーは本格利用

・導入地域は全国全地域

・開通数 約3万 回線

〔ISDNの 本 格 普及期〕

一閉域接続等のネ ッ トワー ク高度化

・一般家庭に徐 々に普及

・国際ISDNの 利 用増大

・企業内ネ ットワークの中心 となる

・広 帯域ISDNの 実 現

ISDN利 用 研 究 会 の 活 動

〔ISDN利 用 研究会 の発足 〕

・ISDN各 種 製品、サ ービスの スタデ ィ

・ユーザ ー側 メンバ ー企業 の対応状況

〔WGに よる活動〕

・導入利用検討WG

導 入利用方針の検討を行 い、ユーザ ーのための 「導入

ガイ ド」を作成 し出版。

・アプ リケーシ ョンWG

ISDN利 用 型情報 システ ム(ア ブoリケーシ ョン)を 検討

し、技術的機 能要件等を抽 出 ・整理 し資料(報 告 書)

作 成。

〔WG等 による本格活動〕

・導入利用検討WG(継 続)

導入形態ごとの具体的問題点とその解決方法について

事例研究(報 告書)

・アプリケーションWG(継 続)

具体的アプリケーションの開発にあたっての問題点の

分析 ・整理(報 告書)

・活用WG(新 規)

企業内網におけるISDNの 効果的利用方法についてモ

デル事例を作成 し検討 ・整理(事 例研究一報告書)

・その他:課 題、要望の集約と整理

〔WG等 に よ り、ISDNを 中 心 としたネ ットワーク全体の

高度利用について検討〕

・高度活用WG(新 規)

[

グn－ バルISDN(国 際 化、標準化)

ネ ッ トワー クの高度化(新 サ ービス)

他 の公衆網、専用線等 とのベス トミックス

将来のネ ットワー ク技術 の展望(B-ISDN等)他
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